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「液化石油ガスの小売営業における取引適正化指針（案）」 

に関する意見公募手続の結果について 

令和６年７月２日 

資源エネルギー庁 

資 源 ・ 燃 料 部 

燃料流通政策室 

 

「液化石油ガスの小売営業における取引適正化指針（案）」（ガイドラインの改正案）につい

て、令和６年５月２５日から同年６月２３日まで意見公募手続を実施しました。 

提出意見と提出意見を考慮した結果については以下のとおりです。なお、行政手続法第四十三

条第二項の規定に基づき、提出意見は整理又は要約しています（個別の案件に関する御意見や本

件意見募集とは直接関係のない御意見に対して、考え方は示しませんが、承っております）。 

 

 御意見の概要 御意見に対する考え方 

１．ガイドラインの目的・定義等 

1 １．目的について、今回の制度改正に至る

経緯、背景を詳細に記載すべきである。 

今回の制度改正に至る経緯や背景について

は、原案の記載内容にとどめ、詳細につい

ては令和 6年 4月にとりまとめられた報告

書（以下「WG中間とりまとめ」という。）

を参照するかたちにさせていただければと

思います。 

2 １．目的について、「いわゆる無償貸与や

貸付配管といった商慣行を背景に、ＬＰガ

スの消費者が不利益を被っている状況を是

正すべく検討を行い、令和６年４月に報告

書がとりまとめられた。」とあるが、今回

の指針の見直しは、取引の適正化、価格の

透明化が主題であり、その結果、価格の引

き下げが最大の目的となるため、上記文中

「消費者が不利益を被っている状況」は、

「消費者が価格面で不利益を被っている状

況」と「価格面」を強調する。 

今回の制度改正は、過大な利益供与を行う

などの LPガスを巡る商慣行そのものを是

正することを主な目的としています。令和

6年 4月にとりまとめられた報告書（WG中

間とりまとめ）においても、価格の引き下

げが最大の目的との記載はないことから、

原案のとおりとさせていただければと思い

ます。 

3 １．目的について、原案は、ガイドライン

としての熟度がなく、新たな制度の施行に

際して規制を受ける側としては参考になり

にくいので、法令違反となる典型的な具体

例等を記述すべきである。ガイドラインと

言いながらも、「様々な要素を個別に判断

することが求められるもの」、「網羅的に示

すことは困難」とされているため、これに

即して事業者に法令遵守を求めるガイドラ

インとしては不十分である。事業者の行動

個別判断の蓄積のない現段階では、問題と

なりうる行為の具体例等の内容もある程度

抽象的とならざるを得ませんが、今後、事

例蓄積を重ね、適時適切に本指針（以下

「ガイドライン」という。）を見直してい

くこととしています。 
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には不都合が生じないよう、最低限、具体

的な法令違反事例や合法事例を記述すべき

である。 

4 様々な要素を総合的に勘案し、個別の事例

ごとに判断、あらかじめ網羅的に示すこと

は困難と記載されている。困難なことは理

解できるが、どのように判断していくのか

全くイメージできないため各社苦労してい

ると思う。景品表示法では取引金額などに

より景品の上限金額を定めているがこのよ

うなやり方を想定しているのか？ワーキン

ググループにおいて判断とはどのようなイ

メージなのか教えていただきたい。 

例えば、通報フォームに寄せられた情報等

を端緒として、LP ガス事業者から、個々

の営業行為について、正常な商慣習を超え

た利益供与ではない、LPガス事業者の切

替えを不当に制限するものではない等の説

明や考え方等を聴取し、その妥当性や違法

性を判断していくこととしています。その

際、ガイドライン等に記載されている考え

方等も参照することとなります。 

5 2ページの「…あらかじめ網羅的に示すこ

とは困難である。したがって、今後、本指

針の内容をより一層明確にしていくことに

なると考えられる。…」について、『より

一層明確にして行く事になる』行程やスケ

ジュール観、どの様な段を踏めば、明確に

して頂けるのでしょうか。「ガイドライン

の改定」や「ガイドラインの追加記載」

等、どの様な公表プロセスを予定している

か、お考えがあれば、明示頂けると助かり

ます。 

今後、WG等の公開の場で商慣行改革の動

向の監視・モニタリングを継続的に実施し

ていくこととしています。その場での議論

や、個別事案の判断事例の積み重ね状況等

も踏まえて、ガイドラインを見直していく

ことが考えられます。ガイドラインを改正

する場合は、今回と同様に、改正案につい

て、パブリックコメントを募集することと

なります。 

6 １．目的の最終段について、「今後、本指

針の趣旨・内容を勘案して個々の事案に対

応し、その判断の積み重ねが、本指針の内

容をより一層明確にしていくこととなると

考えられる。（中略）適時適切に見直しを

行っていく」とあるが、「LPガス商慣行通

報フォーム」の周知を強化してください。

また、通報フォームに寄せられた個々の事

案に対する定期的な分析・判断の積み重

ね・公表に加え、インターネット上や SNS

での発信からも積極的に情報収集・分析を

行ってください。収集した情報の中で有用

と判断される情報については、LPガス事

業者・消費者団体・関係省庁などと連携し

ながら、迅速かつ適切な指針の見直しを確

実に実施してください。 

今後、通報フォームに寄せられた情報や各

種調査結果等を活用し、WG等の公開の場

で商慣行改革の動向の監視・モニタリング

を継続的に実施していくこととしていま

す。その場での議論や、個別事案の判断事

例の積み重ね状況等も踏まえ、適時適切に

ガイドラインを見直してまいります。いた

だいた御意見は参考にさせていただきま

す。 
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7 ２．用語の定義について、ＬＰガス事業

者、消費者、ＬＰガスと略す必要があるの

か。液石法、液石法施行規則について同じ

用語がある。この３つを略すことは単に解

釈の混乱を招くと思われる。また、別途パ

ブリックコメントが行われている液石法施

行規則の運用及び解釈の基準のほうは略さ

れていないので、整合性がない。 

ガイドラインは、LPガス事業者に法令遵

守や自主的な取組を促すための考え方や具

体例に加え、LPガス事業者が取り組むべ

き事項をまとめたものです。そうした位置

づけも踏まえて、ガイドラインでは、LP

ガス事業者や関係者が理解しやすいよう、

法令用語ではなく、より平易でわかりやす

い言葉を用いることとしたものです。 

8 「２．用語の定義」について、「３．取引

適正化に向けた指針」以降に表記される

「一定使用量ごとに発生する料金」「基本

的な料金」は、それぞれ従量料金、基本料

金と解され、これに三部料金を構成する設

備費用を加えて「定義」することで、全体

の理解を得やすくする観点から、三部料金

を構成する基本料金、従量料金、設備費用

について追加定義してはどうか。 

本ガイドラインでは、（４）三部料金制の

徹底（設備費用の外出し表示・計上禁止）

の部分で、改正後の施行規則第 16条第 15

号の 7の規定を踏まえるかたちで、基本料

金・従量料金・設備料金を説明しているこ

とから、原案のとおりとさせていただけれ

ばと思います。 

２．賃貸集合住宅等の入居希望者に対する LPガス料金等の情報提供 

9 「このため、LPガス事業者は、・・・必要

がある」について、賃貸集合住宅における

新規契約と既存契約の取扱いの異なる部分

について、消費者をはじめとする関係者に

わかりやすく周知徹底してください。 

御指摘の新規契約と既存契約の取扱いにつ

いての周知については、賃貸集合住宅のみ

ならず、戸建て住宅にも関係するものであ

るため、本ガイドラインとは別途、LPガ

ス事業者等による取組状況等も把握しなが

ら、今後検討させていただければと思いま

す。 

10 ②料金に変更が生じた場合は、遅滞なく変

更後のＬＰガス料金表を提供することとあ

りますが、当該箇所の前後の①、③とも何

の料金か或いは、誰に対する提供なのかが

明らかなのに対して、②については明確に

なっていないため、 

②不動産関係者に情報提供した料金に変更

が生じた場合は、遅滞なく変更後のＬＰガ

ス料金表を不動産関係者に提供すること 

又は、 

②不動産関係者に情報提供した料金に変更

が生じた場合は、遅滞なく変更後のＬＰガ

ス料金表を再度提供すること 

・・・・に変更することを提案します。 

御意見を踏まえ「不動産関係者に情報提供

した料金に変更が生じた場合は、遅滞なく

変更後のＬＰガス料金表を再度提供するこ

と」と修正させていただきます。 

11 「消費者から直接ＬＰガス料金等の問い合

わせがあった場合は、それに応じなければ

改正後の施行規則第 16条第 15号の 2の規

定は、賃貸物件において、一般消費者等が
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ならない」とあるが、関連業者が営業活動

や情報収集の為に入居希望者を装っている

と思われるような場合、例えば、メールで

「これら 100件のアパートについて料金を

全て教えてくれ」と質問されても直接返答

する必要はあるのか。本当に入居希望者な

のかを確認したり、「不動産関係者」を通

じて返答する等は可能か。 

LPガス料金等の情報を知った上で入居す

ることができるよう、一般消費者等に対し

て情報提供することを求めるものです。入

居前の消費者から直接問い合わせがあった

場合は、当該消費者に直接回答することが

求められます。また、当該賃貸物件の所有

者や管理会社からの問い合わせであれば、

入居前の消費者に対する情報提供のための

ものであると考えられるため、それに応じ

ることが必要です。 

12 「なお、不動産関係者に対し、当該住宅の

ＬＰガス料金表ではなく、標準的な料金メ

ニューを提示することは問題となりう

る。」について、（１）標準的な料金メニュ

ー等の公表にも記載すべきである。 

御指摘の記載については、改正後の施行規

則第 16条第 15号の 2に基づき違反となる

おそれのある行為を例示したものです。 

13 3ページの「なお、不動産関係者に対し、

当該住宅の LPガス料金表ではなく、標準

的な料金メニューを提示することは問題と

なりうる。」について、『標準的な料金メニ

ューで対応出来る事が望ましい』では？ 

当該文章から、「当該住宅の LPガス料金

表」の提示を求められている意図は感じま

すが、一案として、『料金表を不動産関係

者に提示がない場合、ホームページ等で標

準的な料金メニューを確認出来る時は、そ

れを充当する』となれば、必然的に標準的

な料金メニューも是正される上、本来の意

味での『標準的な料金メニュー』へ向かう

動きが推進されるのではないでしょうか。 

消費者等各方面から情報提供いただいてい

る LPガス料金の実態を踏まえると、消費

者が入居を希望している物件に係る LPガ

ス料金表を提示することとすることが適当

であると考えます。 

なお、御指摘の「本来の意味での『標準的

な料金メニュー』」に関しては、今後、商

慣行改革の動向の監視・モニタリングを継

続していくこととしているところ、頂いた

御意見も参考にさせていただきます。 

３－１．賃貸集合住宅等のオーナーや消費者等に対する過大な営業行為の制限 

（正常な商慣習を超えた利益供与の制限） 

14 「この規定は、いわゆる「無償貸与」な

ど、消費者とのＬＰガス販売契約の確保を

目的として、オーナー等や消費者に対して

過大な利益供与を行うという商慣行そのも

のを是正することで、消費者がＬＰガス事

業者を選択しやすい環境を整備する趣旨か

ら設けられたものである。」との記載があ

る。しかし、改正後指針 3「取引適正化に

向けた指針」(2)冒頭に記載のとおり、「賃

貸集合住宅等においては、その構造上、入

いわゆる「無償貸与」など、オーナー等に

対して過大な利益供与を行うという商慣行

そのものが是正されれば、オーナー等が

LPガス事業者との契約を長期にわたって

維持するインセンティブが低下すると考え

られます。これにより、オーナー等による

LPガス事業者の切替えが容易となるた

め、間接的にではあるものの、消費者が

LPガス事業者を選択しやすい環境整備に

もつながるものと考えます。 
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居者たる消費者は、オーナーや不動産管理

会社等（以下「不動産関係者」という。）

が選定したＬＰガス事業者としか契約でき

ないという制約がある。」のが実情であ

る。すなわち、消費者は、「その構造上」、

不動産関係者が選定した LPガス事業者と

の契約を余儀なくされる。そうであるにも

かかわらず、かかる「構造」を是正するこ

となく、LPガス事業者が、「オーナー等」

に対して「過大な利益供与を行う商慣行」

を是正することで、「消費者がＬＰガス事

業者を選択しやすい環境を整備する」こと

につながる理由を明らかにされたい。 

15 4ページの「利益の供与には、設備の無償

貸与や安値提供、フリーメンテナンスサー

ビス等の物品・サービスの提供に加え、紹

介料等の名目による切替え手数料の支払

い、回収代行手数料等の名目による LPガ

ス料金の一部キックバック、LPガスボン

ベ置き場の賃借料や広告宣伝費等の名目に

よる金銭的な利益の供与が含まれる。」に

ついて、当該パブリックコメントの原案を

見てないのか、知っている上で無視してい

るのか、分かりませんが、緩い解釈をする

事業者が存在します。 

御指摘のような懸念される行為に接した場

合は、LPガス商慣行通報フォーム 

（https://www.enecho.meti.go.jp/catego

ry/resources_and_fuel/distribution/lpg

ass_tsuhoform/index.html） 

に情報をお寄せ頂ければと思います。 

いただいた情報等も踏まえ、厳正に対処し

てまいります。また、公開モニタリングの

場で議論する等、商慣行是正に向けて取り

組んでまいります。 

16 「ＬＰガス料金の一部のキックバック」

は、消費者契約法４条１項１号（不実告

知）に該当する恐れがあり、「過大」でな

ければ許されるような表記は適切でないこ

とから、「ＬＰガス料金の一部のキックバ

ック」の削除。または別規定として「キッ

クバック」は禁止する。 

いただいた御意見を踏まえて検討いたしま

したが、「LPガス料金の一部キックバッ

ク」については、通報フォームに寄せられ

た情報等をもとに、液石法令上の「利益の

供与」の事例として例示したものです。消

費者契約法上の問題がある「おそれ」があ

ることのみをもって、当該例示を行わない

ことは、かえって誤解を招きかねないこと

から、原案のとおりとさせていただければ

と思います。 

17 ＬＰガスの供給契約を切り替えるときに、

次に供給予定のＬＰガス事業者が、消費者

の代理人となって現在供給しているＬＰガ

ス事業者と切り替え交渉を行う役務は、本

件に該当すると考えて良いか？以前、エネ

庁の説明会を聴講したところ、「利益の供

過大な営業行為の制限に係る規律の施行後

に、御指摘の切替え交渉を行う業務や訴訟

費用の負担を行う行為が、消費者との契約

確保を目的として過大になされる場合は、

規制対象となります。 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/resources_and_fuel/distribution/lpgass_tsuhoform/index.html
https://www.enecho.meti.go.jp/category/resources_and_fuel/distribution/lpgass_tsuhoform/index.html
https://www.enecho.meti.go.jp/category/resources_and_fuel/distribution/lpgass_tsuhoform/index.html
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与」は金銭・物品のみならず、役務等も該

当すると見解を述べていた。（Ｒ０５．１

１．１３）また、契約解除に伴い、前ＬＰ

ガス事業者から当該消費者が、配管代及び

違約金に関する訴訟になったとき、次のＬ

Ｐガス事業者が、弁護士や訴訟費用の負担

を行う行為も「正常な商慣習を超えた利益

の供与」と考えて差し支えないか？ 

なお、委任状に基づき消費者が行うべき切

替えの連絡を代行することのみをもって、

直ちに過大な営業行為の制限に係る規律に

違反することになるとは考えていません。

取引の内容や影響など様々な要素を総合的

に勘案することになりますが、例えば、当

該行為により LPガス販売契約の切替えを

長期にわたって阻むことになるかどうかは

一つの考慮要素となります。 

18 問題となりうる行為について、設備の無償

貸与など様々な名目により利益供与を行う

こととあるが、この利益供与が過大かどう

かの判断基準は、「様々な名目により」で

あって、例えばガス給湯器のみを無償貸与

している場合は、過大にあたらないと理解

してよいか。 

過大な営業行為の制限に係る規律の施行後

に、ガス給湯器単体の無償貸与であって複

数の名目によらない場合でも、消費者との

契約確保を目的として過大になされる場合

は、規制対象となります。違法性の判断に

際しては、取引の内容や影響など様々な要

素を総合的に勘案することになりますが、

例えば、当該行為により LPガス販売契約

の切替えを長期にわたって阻むことになる

かどうかは一つの考慮要素となります。 

19 ＬＰガス事業者は、契約獲得のため積極的

に利益供与を行うだけでなく、オーナー等

からの負担強要にやむを得ず応じる場合が

あることから、「様々な名目により利益供

与を行うこと」の後に「。オーナー等から

の負担強要に応えること」を追記する。 

いただいた御意見を踏まえて検討いたしま

したが、オーナー等からの負担強要に応え

ることは、オーナー等に対する利益供与を

行うことと同じであるため、原案のとおり

とさせていただければと思います。 

20 4ページの「①賃貸集合住宅等のオーナー

等に対して、LPガス事業者を切替える条

件として、…様々な名目により利益供与を

行うこと」について、オーナー、不動産管

理業者、紹介斡旋業者等、「ノーリスク・

ハイリターン」で切替えが行えてしまうの

で、国土交通省版ワーキンググループの必

要性を強く強く感じます。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えており、関係省

庁と連携した取組を進めてまいります。 

なお、令和 6年 5 月 17日付け文書によ

り、国土交通省から不動産関係団体等に対

して、LPガス事業者に対し利益供与を求

める行為はコンプライアンス違反を求める

ものとして問題となりえることからそうし

た行為を行わないこと等を周知していま

す。 

懸念される行為に接した場合は、LPガス

商慣行通報フォーム 

（https://www.enecho.meti.go.jp/catego

ry/resources_and_fuel/distribution/lpg

ass_tsuhoform/index.html） 

に情報をお寄せ頂ければと思います。 
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いただいた情報等も踏まえ、厳正に対処し

てまいります。また、公開モニタリングの

場で議論する等、商慣行是正に向けて取り

組んでまいります。 

21 問題となりうる事として、「消費者に対し

て値上げありきの安価なＬＰガス料金を提

示すること」とあるが、ガス切り替えの勧

誘を目的とし、インターネット上で、「○

○県△△市の一般的なガス価格は何円」、

「A社のガス価格は平均で何円」のような

表現で、資源エネルギー庁や日本 LPガス

協会の発表している統計とかけ離れた金額

や、実態と違うデータを掲載している場

合、数字の根拠を求めるなど規制はできな

いのか。 

ガイドラインにおいて、「実際には適用さ

れていない料金メニューを、標準的な料金

メニュー等として公表した場合には、不当

景品類及び不当表示防止法（景品表示法）

で禁じている不当表示となるおそれがあ

る」としているとおり、御指摘の勧誘行為

も不当表示と判断される可能性があると考

えます。 

今後、商慣行改革の動向の監視・モニタリ

ングを継続していくこととしているとこ

ろ、頂いた御意見も参考にさせていただき

ます。 

22 4ページの「②消費者に対して値上げあり

きの安価な LPガス料金を提示すること」

について、標準的な料金メニューより圧倒

的な安価による売込が生じ、問題となって

居ります。集合住宅に於いても、設備貸与

による利益供与が出来なくなった場合、売

込価格をオーナーと入居者に提示する可能

性は、将来的には否定出来ません。この条

項はかなり重要であり、もっとフォーカス

を当てて頂きたいものです。 

賛成の御意見として承りました。 

今後、商慣行改革の動向の監視・モニタリ

ングを継続していくこととしているとこ

ろ、いただいた御意見も参考にしつつ、更

なる改革や制度見直しの要否を検討してま

いります。 

23 継続的な利益供与は過大でなくとも利益相

反となり問題である。過大ではないとする

と必ず抜け道を作るので継続的な利益供与

は例外なく禁止すべきである 

正常な商慣習の範囲内の利益供与は広く一

般的に行われていることを鑑み、LPガス

事業者による設備等の貸与等の行為を法令

上一律禁止とすることはしていませんが、

ガイドラインにおいては、問題となりうる

行為の考え方として、継続的な利益供与行

為については、LP ガス事業者の切替えを

長期にわたって阻害する効果を有すること

を留意点として示しているところです。加

えて、本ガイドラインでは、望ましい行為

として、オーナー等に対する利益供与行為

については、過大なものかどうかにかかわ

らず、一切行わない方向で取り組んでいく

ことを提示しています。 
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

24 無償貸与の規制では不十分。携帯電話と同

じように１円給湯器などが生まれてくると

思います。また、根本的にガス料金の簡易

ガスなどと同じく許可制にする必要がある

のでは。 

過大な営業行為の制限に係る規律の施行後

に、1円給湯器のように、大幅値引きした

上で設備を売却等する行為が、消費者との

契約確保を目的として過大になされる場合

は、規制対象となります。違法性の判断に

際しては、取引の内容や影響など様々な要

素を総合的に勘案することになりますが、

例えば、当該行為により LPガス販売契約

の切替えを長期にわたって阻むことになる

かどうかは一つの考慮要素となります。 

今後、商慣行改革の動向の監視・モニタリ

ングを継続していくこととしているとこ

ろ、頂いた御意見も参考にしつつ、更なる

改革や制度見直しの要否を検討してまいり

ます。 

25 正常な商慣習を超えた利益供与の制限につ

いて、販売所の社員が実施するガス器具設

置工事に関して、工事費を無料にすること

は許容されるのでしょうか。 

（自社工事の場合、工事費は出来高払い等

ではなく、通常の業務・給与内に含まれる

ものと考えるため。） 

ＬＰガスの維持・拡大のために顧客にガス

器具を導入してもらうメリットとして工事

費無料を実施している事業者がいる中、こ

の行為が過大な営業行為に該当するのであ

れば、顧客からＬＰガスが選ばれなくなる

危険性があるように思います。 

過大な営業行為の制限に係る規律の施行後

に、ガス器具設置にかかる工事を無料又は

値引きする行為が、消費者との契約確保を

目的として過大になされる場合は、規制対

象となります。違法性の判断に際しては、

取引の内容や影響など様々な要素を総合的

に勘案することになりますが、例えば、当

該行為により LPガス販売契約の切替えを

長期にわたって阻むことになるかどうかは

一つの考慮要素となります。 

規制当局としては、個々の営業行為につい

て、他の事業分野の事例に照らして過大な

営業行為ではない等の説明や考え方を聴取

し、その妥当性や違法性を判断していくこ

ととしています。 

26 LPガス事業者が大家様への営業に当た

り、『WEBからご自身で申し込んだ事にし

てもらえますか？』『エネ庁と打ち合わせ

しながら（駆け込み過剰投資集合切替）や

っていますから大丈夫です』等、話してお

ります。こんな営業トークを使って宜しい

んでしょうか。宣言とは真逆の事をやって

きて、６月までは大丈夫とか言いながら行

っております。これを許してしまったら宣

言の意味も有りませんし、他業種から見た

ら茶番でしかないと思います。良い事ばか

懸念される行為に接した場合は、LPガス

商慣行通報フォーム 

（https://www.enecho.meti.go.jp/catego

ry/resources_and_fuel/distribution/lpg

ass_tsuhoform/index.html） 

に個別具体的に情報をお寄せ頂ければと思

います。いただいた情報等も踏まえ、厳正

に対処してまいります。また、公開モニタ

リングの場で議論する等、商慣行是正に向

けて取り組んでまいります。 
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り言うので不動産会社も大家様も、我々の

言う事より LPガス事業者の言う事を聞き

入れてしまいます。断固処分をして頂きた

く存じます。 

なお、ご指摘の駆け込み営業行為に関して

は、令和 6年 1月 23日付け文書により、

経済産業省から全国 LPガス協会に対し、

そうした営業行為を行わないことを要請す

るとともに、当該文書を公表しているとこ

ろです。また、改正省令が公布された令和

6年 4月 2日以降も駆け込み的な営業行為

（過大な利益供与等）を続けているとの情

報提供のあった事業者に対しては、ヒアリ

ングを実施し事実関係とともに社内体制の

再確認を要請する等、個別にも対処してき

ているところです。そうした中で、今後は

駆け込み営業行為は行わない方針を決定し

社内に周知を図る事例もでてきています

が、いずれにせよ、通報フォームに寄せら

れた情報等をもとに、厳正に対処してまい

ります。 

27 今回の指針（案）では、賃貸集合住宅とな

っているが、上場企業等の大手ＬＰガス販

売事業者は新築・リフォーム等住宅案件

や、飲食店・病院等の業務用案件に対して

もＬＰガス利用者、設計事務所、建築施工

業者等への正常な商慣習を超えた利益供与

を行っており、ＬＰガス販売に関わる全て

の案件に対して規制を進めていくべきであ

る。また、今回の指針（案）の話が周知さ

れるにつて、不動産大家、不動産会社、賃

貸集合住宅メーカーらが如何にして自分達

の利益を維持しようかと、指針を回避しよ

うと様々なアプローチを受けている。液化

石油ガスの小売営業の規制だけでは到底改

善する事は不可能。下請法、建築基準法、

宅建法等関与のある法律の改正を行い、関

連企業等にも法的措置を取れるようにしな

い限り、改善の見込みは無い。また、今回

の指針について、末端の小売について監視

するだけでなく、卸売メーカーにもしっか

りと監視するスキームを取るべきある。 

ガイドラインでは、主に、賃貸集合住宅の

オーナー等に対する利益供与を中心に、問

題となり得る行為の具体例や考え方等を提

示しているが、改正後の施行規則上は、戸

建て住宅等に係る利益供与行為についても

規律の対象としています。御指摘の卸売り

メーカーによる行為も含め、監視・取り締

まり等を進めてまいります。 

なお、懸念される行為に接した場合は、LP

ガス商慣行通報フォーム 

（https://www.enecho.meti.go.jp/catego

ry/resources_and_fuel/distribution/lpg

ass_tsuhoform/index.html） 

に個別具体的に情報をお寄せ頂ければと思

います。いただいた情報等も踏まえ、厳正

に対処してまいります。また、公開モニタ

リングの場で議論する等、商慣行是正に向

けて取り組んでまいります。 

なお、液化石油ガス法第 2条第 3項に規定

する液化石油ガス販売事業を行う卸売事業

者は、液化石油ガス販売事業者として液化

石油ガス法令の対象となります。 

28 条文追加の提案 

一部の問題のある切り替え勧誘事業者は切

御意見を踏まえ、「LPガス事業者の切替え

営業を代行する事業者等が、LPガス事業
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り替えの契約を１件あげるごとに報酬を得

るのだから、成果を得るために強引な営業

行為を行ってしまうことは容易に想像でき

る。このため、ガス事業法や電気事業法の

ガイドラインにあるような媒介、取次、代

理業者に対する事業者の監督責任をＬＰガ

スのガイドラインにも明記すべきだと考え

る。 

者との契約に基づき代理で営業を行ってい

る場合において、当該代理事業者による営

業行為が問題となったときは、その責任は

LPガス事業者自身が負うこととなる」と

追記させていただきます。。 

29 「正常な商慣習を超えた利益を供与しては

ならない」について、ガイドラインは改正

省令の記述を踏襲しているだけなので、ガ

イドラインとしては意味がなく、不適切で

ある。 

正常な商慣習とは何か、少なくとも、明ら

かに正常な商慣習に該当する具体的な例を

示すべきである。 

個別判断の蓄積のない現段階では、問題と

なりうる行為の具体例等の内容もある程度

抽象的とならざるを得ませんが、通報フォ

ームに寄せられた情報等を踏まえ、問題と

なりうる行為の具体例に加え、問題となり

うる行為の考え方として、継続的な利益供

与行為については、LPガス事業者の切替

えを長期にわたって阻害する効果を有する

ことを留意点として示しているところで

す。 

今後、事例蓄積を重ね、適時適切にガイド

ラインを見直していくこととしています。 

30 前回のパブリックコメントで正常な商習慣

を超えた利益供与の禁止が曖昧であるとい

う意見に対し「ガイドライン等で違反のお

それのある行為の具体例や考え方等を示

し」と回答しているがガイドラインに具体

例が何も記載されていない。 

個別判断の蓄積のない現段階では、問題と

なりうる行為の具体例等の内容もある程度

抽象的とならざるを得ませんが、通報フォ

ームに寄せられた情報等を踏まえ、問題と

なりうる行為の具体例に加え、問題となり

うる行為の考え方として、継続的な利益供

与行為については、LPガス事業者の切替

えを長期にわたって阻害する効果を有する

ことを留意点として示しているところで

す。 

今後、事例蓄積を重ね、適時適切にガイド

ラインを見直していくこととしています。 

31 「過大な営業行為」や「正常な商慣習を超

えた利益供与」について、金額や件数など

の定量的な基準を示さないのであれば、問

題となる行為についての具体的な事例を数

多く例示していただきたい。 

個別判断の蓄積のない現段階では、問題と

なりうる行為の具体例等の内容もある程度

抽象的とならざるを得ませんが、通報フォ

ームに寄せられた情報等を踏まえ、問題と

なりうる行為の具体例に加え、問題となり

うる行為の考え方として、継続的な利益供

与行為については、LPガス事業者の切替

えを長期にわたって阻害する効果を有する
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ことを留意点として示しているところで

す。 

今後、事例蓄積を重ね、適時適切にガイド

ラインを見直していくこととしています。 

32 いくらまでが過大なのか、対外的な根拠と

は何か、第三者から妥当であると評価され

るような基準とは何かを明らかにすべきで

ある。 

個別判断の蓄積のない現段階では、ガイド

ラインの内容もある程度抽象的とならざる

を得ませんが、今後、事例蓄積を重ね、適

時適切にガイドラインを見直していくこと

としています。 

なお、対外的に説明可能な根拠としては、

都市ガスや電気など他の事業分野の事例等

が考えられます。LPガス事業者において

は、LPガスを巡る商取引とは関係のない

第三者からも妥当であると評価されるよ

う、説明責任を果たしていくことが求めら

れます。 

33 適正化指針 3(3)ア)に「ＬＰガス事業者

は、（略）それが第三者から妥当であると

評価されるようにしておく必要がある。」

とある。罰則規定があるにも関わらず妥当

かどうかの基準が曖昧すぎてこの記載は販

売事業者にとって非常に厳しい内容であ

る。もちろん販売事業者がこのようなこと

を行っていくことも必要だが営業行為が正

常な商慣習を超えるかについて事前相談や

事前判断の方法を明確にしていただきた

い。 

個別判断の蓄積のない現段階では、ガイド

ラインの内容もある程度抽象的とならざる

を得ませんが、今後、事例蓄積を重ね、適

時適切にガイドラインを見直していくこと

としています。 

なお、対外的に説明可能な根拠としては、

都市ガスや電気など他の事業分野の事例等

が考えられます。LPガス事業者において

は、LPガスを巡る商取引とは関係のない

第三者からも妥当であると評価されるよ

う、説明責任を果たしていくことが求めら

れます。規制当局による調査や第三者によ

るモニタリング等では、LPガス事業者か

らの説明や考え方を聴取し、その妥当性や

違法性を判断していくこととしています。 

34 「ＬＰガス事業者は、個々の契約等の条件

について、他の事業分野の事例も参考にし

つつ、ＬＰガス事業者の切替えを不当に制

限するものではない等、対外的に根拠をも

って説明でき、それが第三者から妥当であ

ると評価されるようにしておく必要があ

る。」とございます。公正な競争の観点で

具体的な金額水準を明示することは困難で

あると理解していますが、金銭を継続的に

支払実施している各項目において、根拠と

個別判断の蓄積のない現段階では、ガイド

ラインの内容もある程度抽象的とならざる

を得ませんが、今後、事例蓄積を重ね、適

時適切にガイドラインを見直していくこと

としています。 

なお、ガイドラインでは、問題となりうる

行為の考え方として、継続的な利益供与行

為については、LP ガス事業者の切替えを

長期にわたって阻害する効果を有すること

を留意点として示しているところです。ま
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なる考え方を明示することや根拠となり得

る法令や事業分野をガイド頂くことは可能

でしょうか。 

た、他の事業分野としては、例えば都市ガ

スや電気の小売事業が挙げられます。 

 

35 ・該当箇所 

1.正常な商習慣を超えた利益供与でない、  

ＬＰガス料金の低減に資する行為。 

2.対外的に根拠をもって説明ができ、それ

が第三者から妥当であると評価されるよう

にして 

3.おく必要があること。 

4.客観的な根拠による説明ができるように

しておく必要あること。 

5.客観的な根拠により当該費用を含めてい

ないと説明ができるようにしておく必要あ

ること。 

・意見内容 

上記 1.についてはどう説明できれば良と

なりますか。 

2.から 5.については、それぞれ金額や期

間、率などをあらかじめ網羅的に示せない

ことは理解できますが、説明できるように

しておくことは、石油情報センターの地区

平均価格より安い料金設定にしている、経

理的な決算書や帳簿等で説明ができること

等、事例を出していただきたい。また、全

国の指導部署である自治体等当局に示され

る「立ち入りマニュアル」について、概要

と指導方針を早期に示していただきたい。 

個別判断の蓄積のない現段階では、ガイド

ラインの内容もある程度抽象的とならざる

を得ませんが、今後、事例蓄積を重ね、適

時適切にガイドラインを見直していくこと

としています。 

なお、対外的に説明可能な根拠としては、

都市ガスや電気など他の事業分野の事例等

が考えられます。また、オーバー等に対す

る利益供与が、どのように LPガス料金の

低減につながっているのか、継続的な料金

低減が可能なのか等について、一定の根拠

に基づき説明していくことが考えられま

す。LPガス事業者においては、LPガスを

巡る商取引とは関係のない第三者からも妥

当であると評価されるよう、説明責任を果

たしていくことが求められます。 

規制当局による調査や第三者によるモニタ

リング等では、LP ガス事業者からの説明

や考え方を聴取し、その妥当性や違法性を

判断していくこととしていますが、潜脱行

為を防ぐ観点から、立ち入り検査等のマニ

ュアルを広く公表することは考えていませ

ん。 

36 「LPガス事業者は、個々の営業行為につ

いて、他の事業分野の事例も参考にしつ

つ、正常な商慣習を超えた利益供与ではな

い、LPガス料金の低減に資する行為であ

る等、対外的に根拠をもって説明でき、そ

れが第三者から妥当であると評価されるよ

うにしておく必要がある。」との記載があ

る。 

(i)ここで想定されている「他の事業分野

の事例」とは、例えば、いかなる事業分野

の事例か明らかにされたい。また、(ii)既

存の LPガス事業者よりも低料金で一般消

費者等に提供することになる場合には、

他の事業分野の事例としては、例えば、他

の事業分野としては、例えば都市ガスや電

気の小売事業が挙げられます。 

また、オーバー等に対する利益供与が、ど

のように LPガス料金の低減につながって

いるのか、継続的な料金低減が可能なのか

等について、一定の根拠に基づき説明して

いくことが考えられます。 

LPガス事業者においては、LPガスを巡る

商取引とは関係のない第三者からも妥当で

あると評価されるよう、説明責任を果たし

ていくことが求められます。規制当局によ

る調査や第三者によるモニタリング等で
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「LPガス料金の低減に資する行為である

と評価される」と理解して差し支えない

か。そう評価されないとしたらそれはなぜ

か。(iii)「対外的に根拠をもって説明で

き、それが第三者から妥当であると評価さ

れる」というが、かかる第三者による妥当

性判断はいかなる視点で判断されるのか？

これまでも、上場会社を含め、LPガス事

業者は、経済合理性を確保できると判断し

た上で、不動産関係者に対する利益供与を

行い、投資家からその妥当性を判断され続

けていたはずである。 

は、LPガス事業者からの説明や考え方を

聴取し、その妥当性や違法性を判断してい

くこととしています。 

なお、ガイドラインでは、問題となりうる

行為の考え方として、継続的な利益供与行

為については、LP ガス事業者の切替えを

長期にわたって阻害する効果を有すること

を留意点として示しているところです。 

 

37 4ページの「LPガス事業者は、個々の営業

行為について、他の事業分野の事例も参考

にしつつ、…それが第三者から妥当である

と評価されるようにしておく必要があ

る。」について、当然の事しか書かれて居

りませんが、LPガス業界に於いて、実情

が程遠いのが残念です。 

規制当局による調査や第三者によるモニタ

リング等では、LP ガス事業者からの説明

や考え方を聴取することで、その説明責任

を果たしていくことを促してまいります。 

38 正常な商慣習を超えるかどうかを個別に判

断とされているがいつ誰が判断するのか明

確にしていただきたい。また、事後の判断

ではなく営業行為を行う前の判断が必要で

ある。 

規制当局である国、都道府県又は政令市

が、通報フォームに寄せられた情報や通常

の立入検査で得られた情報等を端緒とし

て、LPガス事業者からの説明内容を含

め、取引の内容や影響など様々な要素を総

合的に勘案し、個別に判断することとして

います。また、第三者からなるモニタリン

グ等において、その妥当性や違法性を判断

していくことも想定されます。 

なお、ガイドラインでは、LPガス事業者

において、個々の営業行為について、液石

法に反するものではないと根拠をもって説

明ができるようにしておく必要があるとし

て、その説明責任を求めているところで

す。そのためにも、各事業者において独自

に判断基準を定めておくことが、社内体制

整備の一環としても有益と考えます。 

39 問題となりうる行為が具体的事例として挙

げられているが、現行の取引が過大か否か

の判断は、誰がどのように実施するのでし

ょうか。 

規制当局である国、都道府県又は政令市

が、通報フォームに寄せられた情報や通常

の立入検査で得られた情報等を端緒とし

て、LPガス事業者からの説明内容を含

め、取引の内容や影響など様々な要素を総
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合的に勘案し、個別に判断することとして

います。また、第三者からなるモニタリン

グ等において、その妥当性や違法性を判断

していくことも想定されます。 

40 省令改正案に対するパブリックコメント募

集において、「過大な営業行為の制限に係

る規律（第 16条第 15号の 3から 15号の

6までの規定）については、利益を供与す

るという行為等を行わないことを規定する

ものであり、改正省令の施行前に締結され

た契約などの行為について遡って適用はさ

れません。」との回答がありました。一

方、今般示された指針の改正案では「賃貸

集合住宅等のオーナー等に対する利益供与

行為が、事業者間の健全な競争を阻害し、

消費者に不利益をもたらす可能性を鑑みれ

ば、そうした利益行為については、過大な

ものかどうかにかかわらず、一切行わない

方向で取り組んでいくことが望ましい。」

と示されております。この主旨に則り、改

正省令施行日前に締結した契約について

も、今後は、当初の契約期間満了をもって

契約を終了し、更新（自動更新を含む）は

行わない旨を、賃貸集合住宅等のオーナー

様、住宅管理会社様等に通知し、交渉して

いこうと考えております。不動産業界にお

ける取り組みと理解を促していただけるよ

う、引き続き強力な働きかけをお願いいた

します。 

商慣行是正に向けた前向きな御意見を頂き

ありがとうございます。御指摘の不動産業

界への働きかけについて、令和 6年 5月

17日付け文書により、国土交通省から不

動産関係団体等に対して、LPガス事業者

に対し利益供与を求める行為はコンプライ

アンス違反を求めるものとして問題となり

えることからそうした行為を行わないこと

等を周知したところです。当該文書

（https://www.meti.go.jp/shingikai/ene

cho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sek

iyu/pdf/009_05_00.pdf）や、ガイドライ

ンの記載内容等を根拠にしながら、説明・

交渉を行って頂ければと思います。 

なお、懸念される行為に接した場合は、LP

ガス商慣行通報フォーム 

（https://www.enecho.meti.go.jp/catego

ry/resources_and_fuel/distribution/lpg

ass_tsuhoform/index.html） 

に個別具体的に情報をお寄せ頂ければと思

います。いただいた情報等も踏まえ、関係

省庁とも連携しつつ、厳正に対処してまい

ります。また、公開モニタリングの場で議

論する等、商慣行是正に向けた環境整備に

取り組んでまいります。  

41 「なお、賃貸集合住宅等のオーナー等に対

する利益供与行為が、事業者間の健全な競

争を阻害し、消費者に不利益をもたらす可

能性を鑑みれば、そうした利益行為につい

ては、過大なものかどうかにかかわらず、

一切行わない方向で取り組んでいくことが

望ましい。」との記載がある。しかし、液

石法は、「一般消費者等に対する液化石油

ガスの販売、液化石油ガス器具等の製造及

び販売等を規制することにより、液化石油

ガスによる災害を防止するとともに液化石

油ガスの取引を適正にし、もつて公共の福

今回の制度改正は、液化石油ガス法第 1条

に規定する「液化石油ガスの取引を適正に

し、もつて公共の福祉を増進する」とある

とおり、LPガスを巡る取引を適正なもの

とすることで消費者の利益を確保すべく、

液化石油ガス法第 16条（基準適合義務

等）が委任する液化石油ガス法施行規則第

16条に規定する販売の方法の基準を見直

すものです。 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sekiyu/pdf/009_05_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sekiyu/pdf/009_05_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sekiyu/pdf/009_05_00.pdf
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祉を増進することを目的」とする法律であ

る（第 1条）。すなわち、液石法は、石油

業法とは異なり、「事業者間の健全な競

争」を確保する目的を含まないし、不動産

関係者に対する利益供与を規制することを

想定していないように思われる。この点を

措くとしても、賃貸集合住宅等について、

「入居者たる消費者は、オーナーや不動産

管理会社等（以下「不動産関係者」とい

う。）が選定した LP ガス事業者としか契約

できないという制約がある」という構造が

ある以上、「オーナー等」に対する利益供

与が行われるのは必然ではないかと思われ

るが、かかる利益供与の多寡について、

「正常な商慣習」や「過大」という表現を

用いて省令又はガイドラインで限定するこ

とこそ、競争法的観点から許されないので

はないか。 

42 文末の「一切行わない方向で取り組んでい

くことが望ましい。」ではなく、「一切行わ

ない方向で取り組んでいくこと。」として

欲しい。 

正常な商慣習の範囲内の利益供与は広く一

般的に行われていることを鑑み、LPガス

事業者による設備等の貸与等の行為を法令

上一律禁止とすることはしていません。こ

のため、が、ガイドラインでは、望ましい

行為として、オーナー等に対する利益供与

行為については、過大なものかどうかにか

かわらず、一切行わない方向で取り組んで

いくことを提示しています。 

43 既存契約(2025年 3月 31日までの入居者

様)から、貸与している給湯器やエアコン

の入替や故障による入替が発生した場合、

無償での入替は可能か？ 

過大な営業行為の制限に係る規律について

は、改正省令の施行前（2024年 7月 2日

より前）に締結された契約等の行為につい

て遡って適用はされません。すなわち、

2024年 7月 2日より前に締結されたオー

ナー等との無償貸与契約等に基づき貸与設

備の入替等を行うのであれば、過大な営業

行為に係る規律が遡って適用されることは

ありません。しかしながら、賃貸集合住宅

のオーナー等に無償で設備の入替等を行う

場合は、消費者が負担する LPガス料金で

その費用を回収すると考えられるため、客

観的な根拠でもって LPガス料金に上乗せ

していないと説明できない限り、三部料金
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制の徹底に係る規律に反する可能性があり

ます。過去に行われた過大な営業行為であ

ったとしても、それが LPガスの消費者に

不利益をもたらす可能性を鑑みれば、そう

した契約等については今後見直していくこ

とが望ましいと考えます。 

44 販売店の承継が行われ改正施行前の無償貸

与契約等を引き継ぐ場合はオーナーチェン

ジの場合と同様に新規契約という扱いにな

らないということでよろしいか？ 

過大な営業行為の制限に係る規律の施行後

（2024年 7月 2日以降）に、オーナー等

との無償貸与契約等を引き継ぐ場合は、新

規契約という扱いとなるため、貸与設備等

を引き継ぐ行為が消費者との契約確保を目

的として過大になされる場合は、過大な営

業行為の制限に係る規制対象となります。 

45 改正規則施行前までに締結した「貸与契約

書」において、変更が生じた際に、変更契

約書を締結することは新規の「貸与契約書

締結」すなわち過大な営業行為に該当する

のでしょうか。もしくは、（既存）原契約

の訂正として、過大な営業行為に該当しな

い認識でよいでしょうか。 

過大な営業行為の制限に係る規律の施行後

（2024年 7月 2日以降）に、変更契約書

を締結する場合は、新規契約という扱いに

なるため、当該変更契約に係る利益供与が

消費者との契約確保を目的として過大にな

される場合は、過大な営業行為の制限に係

る規制対象となります。 

46 集合住宅切替時の前供給業者からの貸与設

備（消費設備・供給設備）買取について、

消費者との販売契約確保を目的とし、過大

とされる場合、規制の対象となるとの認識

だが、消費者との販売契約確保を目的とし

ない場合（すなわち消費者と一切契約行為

を行わない場合）、過大であっても、ガス

料金に転嫁させなければ、買取に応じて切

替を実施しても問題ないでしょうか。 

過大な営業行為の制限に係る規律の施行後

（2024年 7月 2日以降）に、LPガス事業

者の切替えに際して、前供給業者からオー

ナー等への貸与設備を買い取る場合におい

て、当該行為が消費者との LPガス販売契

約とは独立して行われるのであれば（すな

わち、当該契約が消費者との LPガス販売

契約の切替えの制約となることなく、消費

者の LPガス料金に設備貸与等に係る費用

が上乗せされないのであれば）、問題には

ならないと考えられます。 

47 施行後の賃貸集合住宅におけるガス会社変

更のケースについて解釈を伺いたい。既存

の契約ではガス設備+電気設備+ガス設備の

フリーメンテナンスを記載している。既存

契約は契約期間内。 

1.既存契約を継承することは可能なのか？ 

2.1が可能であれば、買取ったエアコンな

どの貸与契約を締結することは可能か？ 

3.1が可能であれば、フリーメンテナンス

の継承も可能か？ 

過大な営業行為の制限に係る規律の施行後

（2024年 7月 2日以降）に、オーナー等

との設備貸与等の契約を引き継ぐ場合は、

新規契約という扱いとなるため、当該行為

が、消費者との契約確保を目的として過大

になされる場合は、過大な営業行為の制限

に係る規制対象となります。過大な営業行

為による LPガス事業者の切替えは、当該

営業行為に係る費用を消費者が負担する

LPガス料金で回収するものと考えられる
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4.3が可能な場合、メンテナンス期間の延

長は可能か？ 

5.1～4が不可の場合、オーナーにとって

は施行前締結のガス契約から変更するメリ

ットが無く、ガス会社の切替が激減すると

思われる。その場合は、省令改正が切替を

阻害している要因になってしまうが、どの

ような見解か？ 

ため、そうした切替えは消費者の利益に必

ずしもつながらないと考えます。 

なお、2024年 7月 2日より前に締結され

た既存の契約に基づき設備貸与やフリーメ

ンテナンスを行う場合であっても、当該既

存契約を引き継いだ場合であっても、客観

的な根拠でもって設備貸与等に係る費用を

LPガス料金に上乗せしていないと説明で

きない限り、三部料金制の徹底に係る規律

に反する可能性があります。 

３－２．賃貸集合住宅等のオーナーや消費者等に対する過大な営業行為の制限 

（LPガス事業者の変更を制限するような条件を付した契約等の締結の禁止） 

48 「ア）正常な商慣習を超えた利益供与の制

限」の規制を前提とすると、賃貸集合住宅

等に係る不動産関係者は、LPガス販売事

業者から、正常な商慣習を超えない利益供

与を受けられる。他方で、不動産関係者

は、イ「ＬＰガス事業者の変更を制限する

ような条件を付した契約等の締結の禁止」

の規制により、違約金や上記利益供与の返

金義務等の制限もなく、賃貸集合住宅等に

係る LPガス事業者を変更することができ

ることになる。以上を踏まえると、不動産

関係者は、居住者の意向に関わらず、LP

ガス販売事業者から正常な商慣習を超えな

い利益の供与を受けては LPガス事業者を

変更するということを繰り返すことが容易

に想定される。すなわち、結局のところ、

不動産関係者を資するだけの施策のように

も思われるが、かような事態に対しては如

何なる対応を想定しているか明らかにされ

たい。 

今回の制度改正による新たな規律である

「LPガス事業者の変更を制限するような

条件」を付した契約等の締結の禁止につい

ては、ガイドラインにおいて、契約の解除

に際して高額な違約金や無償貸与契約の返

金義務等の条件を設けることで、消費者に

よる LPガス事業者の変更を「不当に」阻

害するような場合が問題となりうると示し

ており、LPガス事業者の変更を不当に阻

害しない範囲での合理的な違約金等の設定

自体は可能と考えます。また、不動産関係

者が LPガス事業者の変更を繰り返す環境

下においては、LP ガス事業者が不動産関

係者に利益供与を行うインセンティブは自

ず低下すると考えられます。従って、御指

摘のような事態にはならないものと考えま

す。 

 

49 問題となりうる行為について、「契約の解

除を一切もしくは長期間許容しない期間や

条件を設けること」が挙げられているが、

「長期間」とはどの程度の期間でしょう

か。 

違法性の判断に際しては、取引の内容や影

響など様々な要素を総合的に勘案すること

になりますが、ガイドラインでは、契約の

解除を許容しない期間が、消費者による

LPガス事業者の変更を「不当に」阻害す

る場合は問題となりうると示しています。 

50 「需要家からの小売供給契約の解除を一切

許容しない期間を設定すること」クーリン

グオフ等も踏まえて、供給解除は現供給先

違法性の判断に際しては、取引の内容や影

響など様々な要素を総合的に勘案すること

になりますが、ガイドラインでは、契約の
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に通知後、現状と同様に最低一週間はほし

いものです 

解除を許容しない期間が、消費者による

LPガス事業者の変更を「不当に」阻害す

るような場合は問題となりうると示してい

ます。いただいた御意見は、今後の参考と

させていただきます。 

51 5ページの「②契約の解除に関して、月々

の LPガス料金に照らして高額な違約金規

定や貸与設備等の買取条項や返金条項を設

けること」について、「高額な違約金規

定」や「貸与設備等の買取条項や返金条

項」の漆黒の闇は、潜脱行為となった場

合、実情が見え難いでしょうか。 

ガイドラインでは、契約の解除に際して高

額な違約金や無償貸与契約の返金義務等の

条件を設けることで、消費者による LPガ

ス事業者の変更を「不当に」阻害するよう

な場合は問題となりうると示しています。 

改正法令の実効性を確保するための取組が

不可欠であると考えております。今後、通

報フォームに寄せられた情報や各種調査結

果等を活用しながら、規制当局による立入

検査等の取組や、関係省庁と連携した取組

を進めるとともに、WG等の公開の場で商

慣行改革の動向の監視・モニタリングを継

続的に実施してまいります。 

52 6ページの「なお、消費者からの LPガス

販売契約の解除や契約の自動的な更新を拒

否する申し出に応じない、若しくはそれら

の手続の方法を明示しないなど、消費者に

よる LPガス事業者の選択を阻害する行為

をすることは適切ではない。」について、

「卸⇔小売店」間で、切替えを起こさせな

い阻害要因が存在するケースが少なくない

実態があります。 

いただいた御意見は、今後の取り締まり

や、市場監視・モニタリングの参考とさせ

ていただきます。 

53 解約の申し出を第三者に委任することを禁

止する旨の条件を付した契約は、ＬＰガス

事業者の変更を制限する契約に入るのか？

（本人及び配偶者、２親等以内の親族、弁

護士等の法律専門家、成年被後見人、賃貸

集合住宅においては不動産管理会社程度に

限定することを想定）また契約者本人に成

り代わり、委任状により第三者が解約を申

し出ることについて、契約者本人からの委

任状であることを確認するため、委任状に

は実印を押印することと印鑑証明書の提出

を求めることは、ＬＰガス事業者の変更を

制限する契約に入るのか？ 

違法性の判断に際しては、取引の内容や影

響など様々な要素を総合的に勘案すること

になりますが、ガイドラインを踏まえる

と、御指摘の LPガス販売契約の消費者か

らの解約の申し出を第三者に委任すること

を禁止する旨の条件や、委任状に印鑑証明

書の添付を求める条件が、消費者による

LPガス事業者の変更を「不当に」阻害す

るような場合は問題となりうると考えられ

ます。 
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54 販売店が 2・6号業務の対応継続が困難と

判断したケースで、該当する一部顧客の承

継を行い、その対価を継続的に支払うもの

を「供給権利金」とした場合、その名目は

省令改正上、問題ないでしょうか。 

※販売店から LPガスを供給する権利を継

承し、供給を販売店に代わり需要家に実

施。その対価として「供給権利金」の契約

を締結するもの 

違法性の判断に際しては、取引の内容や影

響など様々な要素を総合的に勘案すること

になりますが、ガイドラインを踏まえる

と、御指摘の「供給権利金」が LPガス販

売契約等の違約金に含まれるなどして高額

となり、結果として LPガス事業者の切替

えを不当に阻害するような場合は問題とな

りうると考えられます。 

55 対外的に説明可能な根拠とは何か、具体例

を示すことがガイドラインとして必要であ

る。 

対外的に説明可能な根拠としては、都市ガ

スや電気など他の事業分野の事例等が考え

られます。LPガス事業者においては、LP

ガスを巡る商取引とは関係のない第三者か

らも、当該取引条件等が LPガス事業者の

切替えを不当に制限するものではなく妥当

なものであると評価されるよう、説明責任

を果たしていくことが求められます。 

56 「ＬＰガス事業者は、個々の契約等の条件

について、他の事業分野の事例も参考にし

つつ、ＬＰガス事業者の切替えを不当に制

限するものではない等、対外的に根拠をも

って説明でき、それが第三者から妥当であ

ると評価されるようにしておく必要があ

る。」と記載されているが、第三者とは具

体的に誰を指しているのでしょうか。ま

た、今後新規のサービスメニュー等を検討

するにあたり、過大か否かについて指導や

回答をいただける機関はございますか。 

第三者とは、LPガスを巡る商取引とは関

係のない第三者のことであり、例えば有識

者や規制当局が挙げられます。LPガス事

業者においては、契約条項等が第三者から

妥当であると評価されるよう、説明責任を

果たしていくことが求められます。そのた

めにも、各事業者において独自に判断基準

を定めておくことが、社内体制整備の一環

としても有益と考えます。規制当局による

調査や第三者によるモニタリング等では、

LPガス事業者からの説明や考え方を聴取

し、その妥当性や違法性を判断していくこ

ととしています。 

57 ＬＰガス事業者登録店以外（悪質ブロー

カ）のガス切替訪問の苦情も増加していま

す。今回の取引適正の為、ＬＰガス事業者

以外の営業行為は禁止検討お願い致しま

す。 

御指摘の悪質ブローカによるガス切替訪問

による契約獲得の対価として支払われる成

功報酬が LPガス販売契約等の違約金に含

まれるなどして高額となり、結果として

LPガス事業者の切替えを不当に制限する

ような場合は問題となりうると考えられま

す。いただいた御意見は、今後の取り締ま

りや、市場監視・モニタリングの参考とさ

せていただきます。 

58 これまで、貯蔵容器を含む供給設備の管理

責任はＬＰガス販売事業者が負担するもの

LPガス事業者には、法律で保安業務を行

う義務が課されており、ガス配管の所有権
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として、供給設備については、ＬＰガス販

売事業者が設置に係る費用を負担し、設備

も所有してきました。そのコストはいわゆ

る基本料金の一部として、消費者にご負担

をいただいております。設備を所有してい

るからこそ、緊急時あるいは設備に不具合

が発生した時には、速やかな補修・入替え

等の対応が出来てきたものと考えておりま

す。したがいまして、今回の改正におきま

しても、供給配管についてはＬＰガス販売

事業者が負担することに問題はないと思料

しております。今回の改正において、供給

配管についても、建物所有者と配管所有者

を一致させることが望ましいとされるので

あれば、緊急時の対応等において建物所有

者の経済的事情等の影響を受ける恐れもあ

ると考えますが、いかがでしょうか。 

が他者になったとしても、その義務に変わ

りはありません。 

 

59 集合賃貸住宅の貸付配管は正常な商慣習に

おいて規制されるものと認識をしておりま

すが、配管の範囲について不明な点があり

ます。保安上の区分においてはガスメータ

ーまでは供給設備、ガスメーター出口から

は消費設備ですが、集合住宅においてはガ

スメーターは各部屋ごと、その部屋の近く

に設置されるケースが多いと考えられま

す。そのような場合、ガスメーターまでの

供給設備の配管は建物内を通って各部屋の

ガスメーターまで施工され、所謂建物に付

随している状態と考えられますが、この部

分の供給設備の配管が貸付可能であるかど

うかは事業者により判断が分かれている様

に見受けられますので、明確にするべきで

あると思います。 

いわゆる「貸付配管」をめぐる課題につい

ては、過大な営業行為の制限や、三部料金

制の徹底による設備費用の外出し表示・明

確化といった今回の制度見直しにより、一

定の改善も期待されるところですが、消費

者による LPガス事業者の選択を阻害しう

るものであることから、ガイドラインで

は、望ましい行為として、今後の新規契約

においては、建物所有者と配管所有者を一

致させ、貸付配管は行わない方向で取り組

んでいくことを提示しています。 

なお、供給設備の配管であれ、消費設備の

配管であれ、当該設備の貸与契約等に高額

な違約金規定や当該設備の高額な買取条項

等が含まれており、消費者による LPガス

事業者の選択を不当に阻害するような場合

や、当該設備の貸与契約等が消費者との契

約確保を目的として過大になされる場合

は、問題となりうると考えられます。 

60 貸付配管を行わない方向で取り組んでいく

ことが望ましい。という生ぬるい表現では

なく禁止すべき 

いわゆる「貸付配管」をめぐる課題につい

ては、過大な営業行為の制限や、三部料金

制の徹底による設備費用の外出し表示・明

確化といった今回の制度見直しにより、一

定の改善も期待されるところですが、法令
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上貸付配管を一律禁止とはしていません。

このため、ガイドラインでは、望ましい行

為として、貸付配管が消費者による LPガ

ス事業者の選択を阻害しうるものであるこ

とに鑑み、今後の新規契約においては、建

物所有者と配管所有者を一致させ、貸付配

管は行わない方向で取り組んでいくことを

提示しています。 

なお、当面の間、貸付配管をめぐる取組状

況や課題の有無等についてモニタリングを

継続し、例えば 3 年後（2027年）を目途

として、制度上の対応の要否を検討してい

くこととしています。 

61 「貸付配管を行わない方向で取り組んでい

くことが望ましい。」を「貸付配管を行わ

ない方向で取り組む。」にしていただきた

い。 

いわゆる「貸付配管」をめぐる課題につい

ては、過大な営業行為の制限や、三部料金

制の徹底による設備費用の外出し表示・明

確化といった今回の制度見直しにより、一

定の改善も期待されるところですが、法令

上貸付配管を一律禁止とはしていません。

このため、ガイドラインでは、望ましい行

為として、貸付配管が消費者による LPガ

ス事業者の選択を阻害しうるものであるこ

とに鑑み、今後の新規契約においては、建

物所有者と配管所有者を一致させ、貸付配

管は行わない方向で取り組んでいくことを

提示しています。 

なお、当面の間、貸付配管をめぐる取組状

況や課題の有無等についてモニタリングを

継続し、例えば 3 年後（2027年）を目途

として、制度上の対応の要否を検討してい

くこととしています。 

４．三部料金制の徹底（設備費用の外出し表示・計上禁止） 

62 「ＬＰガス料金」の解釈について、【基本

料金+従量料金】の二部料金を指すのか

【基本料金+従量料金+設備料金】の三部料

金を指すのか明確化をお願いしたいです。 

改正後の三部料金制の徹底に係る規律で

は、施行前に締結された既存の LPガス販

売契約・施行後に締結される新規の LPガ

ス販売契約ともに、LPガス料金を請求す

る場合は、基本料金・従量料金・設備料金

の三部に分けて、その算定根拠を通知する

ことを求めており、各料金に該当するもの

がなくても金額等を記載する必要がありま

す。すなわち、基本料金と従量料金しか示
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さない場合は、規律に反することになりま

す。 

63 設備料金を計上していない場合でも検針票

に設備料金 0円と毎月必ず記載しなければ

ならないのか？3部料金制の説明と設備料

金 0円と記載した料金表を新たに交付し、

検針票には基本料金、従量料金のみの記載

では違反となり罰則が適用されるのか？

（設備貸与を行っていても客観的な根拠を

もって設備料金を計上していないと説明で

きる場合や設備貸与がない賃貸住宅、戸建

住宅を想定） 

改正後の三部料金制の徹底に係る規律で

は、施行前に締結された既存の LPガス販

売契約・施行後に締結される新規の LPガ

ス販売契約ともに、LPガス料金を請求す

る場合は、基本料金・従量料金・設備料金

の三部に分けて、その算定根拠を通知する

ことを求めており、各料金に該当するもの

がなくても金額等を記載する必要がありま

す。すなわち、基本料金と従量料金しか示

さない場合は、規律に反することになりま

す。御指摘のケースであっても、設備料金

として「0円」又は「該当なし」と記載す

ることが必要です。 

64 ３部制表現について、ガスの使用料が０ｍ

３などで基本料金のみ請求をする場合にお

いて、従量料金は０円と明記して消費者へ

提示する必要がありますか？それとも基本

料金まで明記して従量料金という文言自体

は明記しなくても問題ありませんか？同様

に基本料金を０円で従量単価のみでガス料

金表の契約をしている場合、基本料金０円

と明記する必要はないと思いますが明記し

なくて問題ないでしょうか？ 

改正後の三部料金制の徹底に係る規律で

は、施行前に締結された既存の LPガス販

売契約・施行後に締結される新規の LPガ

ス販売契約ともに、LPガス料金を請求す

る場合は、基本料金・従量料金・設備料金

の三部に分けて、その算定根拠を通知する

ことを求めており、各料金に該当するもの

がなくても金額等を記載する必要がありま

す。 

65 6ページの「LPガス事業者は、…設備料金

からなる三部料金に整理した上で、その算

定根拠を通知しなければならない(設備費

用の外出し表示)(液石法施行規則 16条第

15号の 7)。」について、現在の既存のお客

様に対して、「戸建て住宅 1料金表、賃貸

集合住宅 1料金表で行っている為、これを

算定根拠として、『設備料金 0円』は成立

する」でしょうか。反対に、『設備料金 0

円』を根拠に、「設備貸与なし」→「切替

えが生じた際に、残存精算なし」とならな

い様、文書通知を考えて居りますが、その

様な対応は妥当でしょうか。 

オーナー等に対する無償貸与等の有無を確

認することなしに、戸建て住宅向けの料金

表と賃貸集合住宅向けの料金表がそれぞれ

一つであることのみをもって、設備料金を

0円とする理由とすることは困難であると

考えます。また、御指摘のように、設備料

金が 0円であることを根拠として、「設備

貸与なし」→「切替えが生じた際に、残存

精算なし」とならないよう文書通知するこ

と自体は差し支えないと考えますが、その

ようなケースでは、無償で設備貸与等を行

っていると考えられます。そうした場合に

おいて設備料金を「0円」とすることは、

設備貸与等に係る費用を LPガス料金に上

乗せしていないことを説明できない限り、
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三部料金制の徹底に係る規律に反する可能

性があります。 

66 改正規則施行前に取引を開始した賃貸集合

住宅入居者にも三部料金制を適用しなけれ

ばならないのでしょうか。賃貸集合住宅に

て、部屋ごとに貸与設備に差異がある場合

の設備料金は建物の貸与総額より算出し、

各戸同一の設備料金で良いのでしょうか。

「なお、２０２５年４月２日時点で締結済

みのＬＰガス販売契約については、設備費

用の計上禁止に係る規律は適用されない」

とありますが、締結済みの契約とは、入居

者ごとの契約を指しているのでしょうか、

若しくは物件ごとの無償貸与契約を指して

いるのでしょうか。 

改正後の三部料金制の徹底に係る規律で

は、施行前に締結された既存の LPガス販

売契約・施行後に締結される新規の LPガ

ス販売契約ともに、LPガス料金を請求す

る場合は、基本料金・従量料金・設備料金

の三部に分けて、その算定根拠を通知する

ことを求めており、各料金に該当するもの

がなくても金額等を記載する必要がありま

す。 

また、個々の料金において、どのように設

備料金を計上するかについては、各社の判

断事項となります。御指摘の「締結済みの

契約」については、LPガス事業者と消費

者たる入居者ごとの契約のこととなりま

す。 

67 ガイドライン３．（４）において賃貸集合

住宅においては『請求書の記載に当たって

は、三部料金にした上で、設備料金を「該

当なし（又は０円）」とする必要がある。』

と記載されています。また、改正規則では

第１６条第１５号の８及び１５号の９にお

いて、一般消費者等に対して、ＬＰガスの

消費と関係のない費用の請求と、賃貸集合

住宅の所有者が負担すべき費用の請求を禁

止しています。法令の求めに応じて、消費

設備の貸与等に係る費用が発生した場合

は、算定根拠を通知することは当然です

が、法令で禁止されている行為なのですか

ら、ガイドライン３．（４）に記載されて

いるような費用が設備料金に含まれるはず

もなく、あえて「該当なし（又は０円）」

とする必要まであるのでしょうか。ＬＰガ

ス販売店は、場合によってはシステムの改

修が必要となります。必ず費用を投じてま

でシステムの改修を行わなければならない

かどうか見解をお示しくださいますようお

願いいたします。 

改正後の三部料金制の徹底に係る規律で

は、施行前に締結された既存の LPガス販

売契約・施行後に締結される新規の LPガ

ス販売契約ともに、LPガス料金を請求す

る場合は、基本料金・従量料金・設備料金

の三部に分けて、その算定根拠を通知する

ことを求めており、各料金に該当するもの

がなくても金額等を記載する必要がありま

す。 

三部料金制の徹底に係る規律は、不透明で

高いと指摘されている LPガス料金につい

て、料金の透明性を高めつつ、費用回収の

あり方を適正化していく趣旨で設けられた

ものであり、その観点から、設備料金を計

上していない場合であっても「該当なし

（又は０円）」と明記することを求めてい

ます。 

68 改正省令施行時点における消費者とのＬＰ

ガス販売契約（既存契約）においては、

改正後の三部料金制の徹底に係る規律の施

行前（2025年 4月 2日よりも前）に締結
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

「ＬＰガス消費と関係のない設備費用」を

「設備料金」として『外だし表示』すると

の説明があります。また、ガイドラインに

も『外だし表示』の取り扱いについて記載

がありますが、既存契約においては、仮に

「ＬＰガス消費と関係のない設備費用」を

請求する場合、「設備料金」として算定根

拠等を記載して請求する行為を『外だし表

示』と言うのでしょうか。そうだとする

と、規則の解釈における、「①設備料金」

＝「②消費設備の貸与等に係る費用」＝

「③消費設備に係る配管及び液化石油ガス

器具等の設置等に係る費用」と整合性がと

れないように思いますので分かりやすく整

理していただきますようお願いいたしま

す。 

あわせて、規則第１６条第１５号の８及び

１５号の９の改正省令が適用されない既存

契約に基づいてお客様に対し「ＬＰガス消

費と関係のない設備費用」を請求する場

合、現行（改正前）の通達が適用されると

考えてよろしいでしょうか。 

された既存の LPガス販売契約において

は、計上禁止に係る規律は適用されないた

め、LPガス料金に LPガス消費と関係ない

設備費用が含まれる場合は、当該費用を設

備料金として外出し表示する必要がありま

す。 

改正後の液化石油ガス法令において、「①

設備料金」、「②消費設備の貸与等に係る費

用」、「③消費設備に係る配管及び液化石油

ガス器具等の設置等に係る費用」の 3つの

用語は、同じ意味で用いていますが、既存

の LPガス販売契約については経過措置が

適用されるため、LPガス消費とは関係な

い設備費用を設備料金に含めることは許容

されます。 

 

69 現在 2部料金制で集合住宅の基本料金が戸

建住宅の基本料金より高い事業者はその差

額分を設備費として外出しして、法に則し

中止していくのが正しいものであると考え

ます。 

また集合住宅と戸建住宅の基本料金の違い

が許容されるとするならば、それはどのよ

うなケースが考えられますか。 

集合住宅と戸建住宅の基本料金の違いにつ

いては、一義的には、LPガス事業者にお

いて説明責任を果たしていくことが求めら

れるものであり、規制当局による調査や第

三者によるモニタリング等では、LPガス

事業者からの説明や考え方を聴取し、その

妥当性を判断していくことが適当と考えま

す。 

いただいた御意見は、今後の取り締まりや

市場監視・モニタリングの参考とさせてい

ただきます。 

70 「エアコンやインターホン等、ガス消費と

は関係ない設備費用をＬＰガス料金に計上

してはならない」は、「エアコンやインタ

ーホン等、ガス消費とは関係ない設備費用

は、当該住宅のオーナー等が負担すべきで

あり、ＬＰガス料金に計上してはならな

い」とする。 

いただいた御意見を踏まえて検討いたしま

したが、例えば、リース会社が消費者と設

備のリース契約を直接締結する等のかたち

も考えられるため、原案のとおりとさせて

いただければと思います。 
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71 以前ガス漏れ報知機で月数百円とられた。

全世帯にすればちりも積もればで相当な額

となるとおもわれる。ガス漏れ報知機も禁

止してもらいたい 

ガス漏れ警報器については、戸建て住宅の

場合は、LPガス器具等 LPガスを消費する

場合に用いられるものとして設備料金に含

めるというのが一義的な整理となります。

賃貸集合住宅の場合は、改正後の施行規則

第 16条第 15号の 9のただし書きに基づ

き、消費者と設備貸与等に係る費用負担方

法について合意がある場合であれば、LP

ガス料金の設備料金として請求することは

許容されます。 

72 戸建ての貸付を止める方向にすると、ただ

でさえ高齢化によりお客が減少するなか、

ＬＰガスを扱う中小企業は、このままでは

以前と同じように都市ガスやオール電化に

流れる傾向があるのではないかと懸念があ

る。戸建住宅において、建築、顧客、LP

ガス事業者が合意のもとに結んだ貸与契約

に対し、解約時の給湯器未償却分の支払い

を求める事が出来ないのはいささか疑問が

残る。基本裁判になった場合に勝つことは

無いにしても良識の範囲内での未償却分を

請求する事自体は認めるべきである。世の

中ゼッチができる富裕層だけが家を建てる

わけではない。あくまで建売は除くべきだ

が、一般の戸建住宅の施主に選択肢を与え

る一つに貸付配管と給湯器貸与は顧客説明

がある事を条件に残すべきだと思う。 

三部料金制の徹底に係る規律の施行時点

（2025年 4月 2日時点）における LPガス

販売契約（既存契約）に係る料金について

は、投資回収等の影響等を鑑み、設備費用

の計上自体は禁止されません。また、改正

後の三部料金制の徹底に係る規律では、戸

建て住宅の場合など、建物所有者と LPガ

スの消費者が同一であれば、LPガス料金

に LPガス消費に係る設備費用を設備料金

として計上することは認められます。 

なお、いわゆる「貸付配管」については、

消費者による LPガス事業者の選択機会を

阻害しうるものであることに鑑み、ガイド

ラインでは、望ましい行為として、今後の

新規契約においては、建物所有者と配管所

有者を一致させ、貸付配管は行わない方向

で取り組んでいくことを提示しています。 

当面の間、貸付配管をめぐる取組状況や課

題の有無等についてはモニタリングを継続

し、例えば 3年後（2027年）を目途とし

て、制度上の対応の要否を検討していくこ

ととしています。 

73 6ページの「さらに、…当該住宅のオーナ

ー等が、ガス配管(消費配管)、給湯器、エ

アコン等の設備を設置する場合、それらの

費用は家賃として回収されるべきものであ

り、…」について、オーナーに説明し、賛

同頂けたとして、不動産管理業者へ『家賃

として回収されるべきもの』と説明する

と、越権行為に思われる事があります。国

今回の制度改正の実効性を確保するために

は、御指摘のオーナー等不動産関係業界の

理解向上に向けた取組が不可欠であると考

えており、関係省庁と連携した取組を進め

てまいります。 

御指摘の不動産業界への働きかけについ

て、令和 6年 5月 17日付け文書により、

国土交通省から不動産関係団体等に対し

て、LPガス事業者に対し液石法に係る規
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

土交通省管轄の事業者への周知徹底をお願

いします。 

律違反に該当する行為を求める行為はコン

プライアンス違反を求めるものとして問題

となりえることからそうした行為を行わな

いこと等を周知しています。また、改正後

の施行規則第 16条第 15号の 9において

は、賃貸物件においては、ガス消費設備等

に係る費用は、建物所有者が本来負担すべ

きものであり、当該費用を LPガス料金と

して請求しないことが定められています。

国土交通省からの文書

（https://www.meti.go.jp/shingikai/ene

cho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sek

iyu/pdf/009_05_00.pdf）や、施行規則等

の記載内容も示しながら、説明・交渉を行

って頂ければと思います。 

なお、懸念される行為に接した場合は、LP

ガス商慣行通報フォーム 

（https://www.enecho.meti.go.jp/catego

ry/resources_and_fuel/distribution/lpg

ass_tsuhoform/index.html） 

に個別具体的に情報をお寄せ頂ければと思

います。いただいた情報等も踏まえ、関係

省庁とも連携しつつ、厳正に対処してまい

ります。また、公開モニタリングの場で議

論する等、商慣行是正に向けた環境整備に

取り組んでまいります。 

74 三部料金制の実施に向けた検討を進めてお

りますが、実際の消費者への請求にあたっ

ては、三部料金に整理し、その算定根拠を

通知しなければならない（設備費用の外出

し表示）とされています。算定根拠を明示

するにあたっては、少なくとも設備費用の

対象となる物件等（無償で貸与している機

器、費用負担をしている内容＝ＷｉＦｉ費

用等）の明細を示す必要があると考えられ

ます。しかしながらこれらの機器、サービ

ス等については、集合住宅等のオーナーと

消費者間の住居あるいは居室の賃貸借契約

においては、付帯する設備・サービスとな

っていると考えらえます。ＬＰガス販売事

業者からの転貸であってもオーナー等が自

今回の制度改正の実効性を確保するために

は、御指摘のオーナー等不動産関係業界の

理解向上に向けた取組が不可欠であると考

えており、関係省庁と連携した取組を進め

てまいります。 

御指摘の不動産業界への働きかけについ

て、令和 6年 5月 17日付け文書により、

国土交通省から不動産関係団体等に対し

て、LPガス事業者に対し液石法に係る規

律違反に該当する行為を求める行為はコン

プライアンス違反を求めるものとして問題

となりえることからそうした行為を行わな

いこと等を周知しています。国土交通省か

らの文書

（https://www.meti.go.jp/shingikai/ene

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sekiyu/pdf/009_05_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sekiyu/pdf/009_05_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sekiyu/pdf/009_05_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sekiyu/pdf/009_05_00.pdf
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己のものとして消費者に貸与することは、

現行法制上は何ら問題ないものと思料され

ます。したがって、三部料金制の根拠とし

て対象となる機器・サービスをＬＰガス販

売事業者が明示することについて、オーナ

ー、住宅管理会社等からの強い反発、抵抗

（表示の撤回を求められる等）を受けるこ

とが想定されます。また、三部料金制の実

行により、消費者とオーナーあるいは賃貸

を仲介する事業者との間での紛争を惹起す

ることも危惧されます。三部料金制の実行

へのオーナー、住宅管理会社、賃貸仲介事

業者等の理解の醸成と、今後考えられる影

響等についての啓発をお願いいたします。 

cho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sek

iyu/pdf/009_05_00.pdf）や、施行規則等

の記載内容も示しながら、説明・交渉を行

って頂ければと思います。 

なお、懸念される行為に接した場合は、LP

ガス商慣行通報フォーム 

（https://www.enecho.meti.go.jp/catego

ry/resources_and_fuel/distribution/lpg

ass_tsuhoform/index.html） 

に個別具体的に情報をお寄せ頂ければと思

います。いただいた情報等も踏まえ、関係

省庁とも連携しつつ、厳正に対処してまい

ります。また、公開モニタリングの場で議

論する等、商慣行是正に向けた環境整備に

取り組んでまいります。 

75 6ページの「また、エアコンやインターホ

ン等、…計上してはならない(液石法施行

規則第 16条第 15 号の 8)。」について、率

先した潜脱行為があり、「液石法」と「民

法上の契約書の効力」とどちらが強いでし

ょうか。商慣行是正に向けた取り組み宣言

を真面目に行った事業者が、省令改正公布

後も被害に遭い、この切替を行った事業者

は、最初から『オーナーを騙すつもりで詐

欺行為』だったのか、『特殊な契約内容

で、液石法より効力がある』のか、潜脱行

為の遣り方がとても気になります。 

改正省令の施行前（2024年 7月 2日より

前）に締結された無償貸与契約やフリーメ

ンテナンス契約等については、過大な営業

行為に係る規律は遡って適用はされません

が、施行後に契約が更新された場合は、新

規契約という扱いになるため、過大な営業

行為に係る規制の対象となります。また、

当該契約に係る費用については、消費者が

負担する LPガス料金で回収するものと考

えられるため、客観的な根拠でもって設備

貸与等に係る費用を LPガス料金に上乗せ

していないと説明できない限り、三部料金

制の徹底に係る規律に反する可能性があり

ます。 

取組宣言を行った LPガス事業者の顧客に

対する過大な利益供与による駆け込み営業

については、改革に向けた機運に水を差す

行為として看過できるものではありませ

ん。これまでも、令和 6年 1月 23日付け

文書により、経済産業省から全国 LPガス

協会に対しては、そうした営業行為を行わ

ないことを要請するとともに、当該文書を

公表しているところです。 また、改正省

令が公布された令和 6年 4月 2日以降も駆

け込み的な営業行為（過大な利益供与等）

を続けているとの情報提供のあった事業者

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sekiyu/pdf/009_05_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sekiyu/pdf/009_05_00.pdf
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に対しては、ヒアリングを実施し事実関係

とともに社内体制の再確認を要請する等、

個別にも対処してきているところです。 

今後懸念される行為に接した場合は、LP

ガス商慣行通報フォーム 

（https://www.enecho.meti.go.jp/catego

ry/resources_and_fuel/distribution/lpg

ass_tsuhoform/index.html） 

に個別具体的に情報をお寄せ頂ければと思

います。いただいた情報等も踏まえ、厳正

に対処してまいります。また、公開モニタ

リングの場で議論する等、商慣行是正に向

けて取り組んでまいります。 

76 三部料金にした上で、設備料金を「該当な

し（又は 0円）」とする必要があるとなっ

ていますが、ただし書きの通り、消費者と

合意がある場合、その限りでないとありま

す。エアコンを無償貸与している賃貸住宅

で、2025年 4月 3 日以降に入居した一般

消費者とガス販売契約を締結する場合、三

部料金として設備料金を請求することは可

能なのでしょうか。（計上してはならない

と読み取れる） 

改正後の三部料金制の徹底にかかる規律の

施行後（2025年 4 月 2日以降）に消費者

と締結する LPガス販売契約については、

エアコン等、LPガス消費とは関係のない

設備費用を LPガス料金として上乗せして

請求することは禁止されます。 

御指摘の施行規則第 16条第 15号の 9のた

だし書きは、賃貸物件における LPガス消

費設備の貸与費用等であって、当該費用の

負担方法について消費者と合意がある場合

であれば、賃貸物件ではない場合と同様

に、当該費用を LP ガス料金に含めて設備

料金として請求することを許容するもので

すが、当該費用にエアコン等 LPガス消費

とは関係のない設備費用は含まれません。 

77 賃貸集合物件のおける三部料金の項目で解

釈を伺いたい。施行後にガス会社が変更に

なるケースにおいて、現ガス会社は設備使

用量 0円で運用しているが、切替時の設備

買取条項にガス消費設備の明記がなされて

いる。この場合、新ガス会社は買取ったガ

ス消費設備を三部料金の設備使用料として

外出ししなければならない為、入居者へ説

明がつかない。設備使用料 0円イコール現

ガス会社からの買取を拒否できるのか、も

しくは買取らなければならない場合、施行

後の賃貸集合物件においては設備使用料は

計上禁止だがどう対応すればよいのか？設

三部料金制の徹底に係る規律の施行後は、

消費者が負担する LPガス料金に設備料金

が含まれていない（0円）場合は、賃貸集

合住宅のオーナー等に対して無償で設備貸

与を行っていないと考えられ、LPガス事

業者の切替え時に設備買取が求められるこ

とはないと考えられます。 

仮に既存のガス会社がオーナー等に無償で

設備貸与を行っている場合、消費者が負担

する LPガス料金でその費用を回収すると

考えられるため、客観的な根拠でもって上

乗せしていない（設備料金は 0円）と説明

できるようにしておく必要があります、 
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備使用料 0円として設備貸与契約には買取

ったガス消費設備を計上してもいいのか？ 

その上で、設備貸与に係る契約や設備等を

既存のガス会社から新会社が引き継ぐ場合

において、当該設備に係る買取価格をどう

するかについては、基本的には民民の協議

に委ねられるものと考えますが、当該買取

に係る費用負担が消費者との契約確保を目

的として過大にとなる場合や、当該買取に

係る費用が LPガス販売契約等の違約金に

含まれるなどして高額となり、LPガス事

業者の切替えを制限するような場合には、

過大な営業行為の規律との関係で問題とな

りうると考えられます。また、三部料金制

の徹底に係る規律との関係においても、当

該規律の施行後は、LPガス料金として設

備費用の計上は原則禁止となるため、設備

費用を請求することは規制されます。 

78 ３部料金制で設備料金が該当なし、０円の

場合、設備の料金が０円なので他のガス会

社に切り替えられた場合０円で供給設備も

含め全て持っていかれるという情報がある

がそれは違うと思います。ガス会社がオー

ナーと貸し付けで契約しているならあくま

でも所有はガス会社である。それを０円だ

からと無償で持っていかれるなど考えられ

ない。法外な値段を提示するのは違うと思

いますが財産なのですから適正に取引され

るべきと考えますのでその部分も明示する

べきと思います。よく償却済みでしょうと

聞くが、世の中償却した物はすべて０円で

しょうか？これから利益を生む商売道具を

０円で引き渡せというのは無理です。 

三部料金制の徹底に係る規律の施行後は、

消費者が負担する LPガス料金に設備料金

が含まれていない（0円）場合は、賃貸集

合住宅のオーナー等に対して無償で設備貸

与を行っていないと考えられ、LPガス事

業者の切替え時に設備買取が求められるこ

とはないと考えられます。 

仮に既存のガス会社がオーナー等に無償で

設備貸与を行っている場合、消費者が負担

する LPガス料金でその費用を回収すると

考えられるため、客観的な根拠でもって上

乗せしていない（設備料金は 0円）と説明

できるようにしておく必要があります、 

その上で、設備貸与に係る契約や設備等を

既存のガス会社から新会社が引き継ぐ場合

において、当該設備に係る買取価格をどう

するかについては、基本的には民民の協議

に委ねられるものと考えます。 

79 いわゆるメンテフリーですが、賃貸のオー

ナーと契約書を交わしている。入居者から

は設備料を取っていないので入居者と設備

料の契約はしていない。ですから入居者が

変わって新規からダメですよと言われても

金銭を取っていないので変わらない。ガス

業界自主的に無くしていく、努力、期待し

賃貸集合住宅のオーナーに対して設備貸与

を行いメンテナンスフリーとする場合、消

費者が負担する LP ガス料金でその費用を

回収すると考えられるため、客観的な根拠

でもって上乗せしていないと説明できない

限り、三部料金制の徹底に係る規律に反す

る可能性があります。 
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ていく等、抽象的でこの法律変更に効力が

あるのか疑わしい。オーナーにすでに契約

済の賃貸もやめますと言っても契約書があ

るからと断れれたら無理なのではないでし

ょうか？逆に契約違反で提訴されるのでは

ないか？オーナーと合意できない賃貸は継

続するしかない。その契約も破棄できる法

律変更で無いと意味が無いのではないか。 

また、改正省令の施行前（2024年 7月 2

日より前）に締結されたフリーメンテナン

ス契約について、過大な営業行為に係る規

律は遡って適用はされませんが、当該契約

に係る費用については、消費者が負担する

LPガス料金で回収するものと考えられる

ため、客観的な根拠でもって LPガス料金

に上乗せしていないと説明できない限り、

三部料金制の徹底に係る規律に反する可能

性があります。 

なお、過去に行われた過大な営業行為であ

ったとしても、それが LPガスの消費者に

不利益をもたらす可能性を鑑みれば、そう

した契約等については今後見直していくこ

とが望ましいと考えます。 

また、令和 6年 5 月 17日付け文書によ

り、国土交通省から不動産関係団体等に対

して、LPガス事業者に対し液石法に係る

規律違反に該当する行為を求めることはコ

ンプライアンス違反を求めるものとして問

題となりえることからそうした行為を行わ

ないこと等を周知しています。国土交通省

からの文書

（https://www.meti.go.jp/shingikai/ene

cho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sek

iyu/pdf/009_05_00.pdf）や、施行規則や

ガイドライン等の記載内容も示しながら、

オーナー等荷に対する説明・交渉を行って

頂ければと思います。 

今後懸念される行為に接した場合は、LP

ガス商慣行通報フォーム 

（https://www.enecho.meti.go.jp/catego

ry/resources_and_fuel/distribution/lpg

ass_tsuhoform/index.html） 

に個別具体的に情報をお寄せ頂ければと思

います。いただいた情報等も踏まえ、厳正

に対処してまいります。また、公開モニタ

リングの場で議論する等、商慣行是正に向

けて取り組んでまいります。 

80 「ＬＰガス料金への上乗せ計上禁止」につ

いて、解釈によっては設備料金として徴収

改正後の三部料金制の徹底に係る規律で

は、戸建て住宅の場合など、建物所有者と
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する形（無償でなければ）にすれば貸与を

してもよいと捉えることができます。 

LPガスの消費者が同一であれば、LPガス

料金に LPガス消費に係る設備費用を設備

料金として計上することは認められます。 

81 既存の契約にて、無償で設備貸与を行って

いる場合は、客観的な根拠でもって上乗せ

していないと説明できない限り、「設備費

用なし」とはできず、外出し表示すること

等が求められるが、設備以外での利益供与

をしている場合、例えば施行前に払った紹

介料や、施行前の契約により定期的に払い

続けている紹介料については、表示しなく

てもよい、となるのか。それとも「設備費

用」の名称で三部料金制の範囲内で表示を

徹底すべきなのか。三部料金制の範囲外で

の表示が必要となるのか。 

定期的に払い続けている紹介料等、金銭的

な利益の提供については、正常な商慣習を

超えた利益供与ではない等、対外的に根拠

をもって説明できない限り、過大な営業行

為の制限に係る規律に反する可能性があり

ます。ガイドラインでは、問題となりうる

行為の考え方として、定期的に払い続けて

いる継続的な利益供与行為については、LP

ガス事業者の切替えを長期にわたって阻害

する効果を有することを留意点として示し

ているところです。 

82 ３．取引適正化に向けた指針（４）三部料

金制の徹底（設備費用の外だし表示・計上

禁止）について、LPガス料金に設備費用

が含まれていない（設備料金を該当なし又

は０円）とする場合、客観的な根拠による

説明ができるようにしておく必要があると

あるが、新制度に対応した料金への移行を

実効性あるものにするために、定期的に調

査を行ってください。 

いただいた御意見も踏まえ、規制当局によ

る調査や第三者によるモニタリング等で

LPガス事業者からの説明や考え方を聴取

し、その妥当性について議論しつつ、新制

度に対応した料金への移行を促していく

等、商慣行是正に向けて取り組んでまいり

ます。 

83 「特に、賃貸集合住宅等のオーナー等に対

して無償で設備貸与等を行っている場合、

消費者が負担する LPガス料金でその費用

を回収していると考えられることから、客

観的な根拠により当該費用を含めていない

と説明できるようにしておく必要があ

る。」との記載があるが、ここでいう「設

備貸与等」の「等」には何が含まれるかが

明確ではない。例えば、オーナー等に対す

る紹介料については、広い意味では「消費

者が負担する LPガス料金でその費用を回

収していると考えられる」とも捉えられる

が、「設備料金」、「設備費用」とは言えな

いことから、「設備貸与等」の「等」に含

まれないと考えるが、その理解で差し支え

ないか。 

御指摘の「設備貸与等」の「等」には、消

費設備の割賦販売やフリーメンテナンス、

消費配管の敷設等、貸与に限らない行為全

般が含まれます。 

オーナー等に対する紹介料支払いなどの金

銭的な利益供与については、正常な商慣習

を超えた利益供与ではない等、対外的に根

拠をもって説明できない限り、過大な営業

行為の制限に係る規律に反する可能性があ

ります。 
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84 「LPガス料金に設備費用が含まれていな

い（設備料金を該当しない又は 0円）とす

る場合、客観的な根拠による説明ができる

ようにしておく必要がある。」を「LPガス

料金に設備費用が含まれる場合」に変更し

てもらいたい。 

理由 

0円は無（ム）なので無いものに根拠を付

けるより設備料金を請求する場合の根拠を

しっかりと行わなければならないのではと

感じます。 

いただいた御意見を踏まえて検討いたしま

したが、三部料金制の徹底に係る規律は、

不透明で高いと指摘されている LPガス料

金について、料金の透明性を高めつつ、費

用回収のあり方を適正化していく趣旨から

設けられたものである点を踏まえると、当

該規律の実効性を確保するためにも、オー

ナー等に対して無償で設備貸与等を行って

いる場合であって LPガス料金に設備費用

が含まれていない（設備料金を該当なし又

は０円）とする場合は特に、その根拠を確

認する必要性は高いため、原案のとおりと

させていただければと思います。 

85 2024年７月 2日以前の無償貸与契約は既

存契約として、過大な営業行為の制限の規

律の対象外だが、三部料金制の規律は、

2025年 4月 2日以降規制されるため、設

備料金として外出し表示をする必要があ

る。ここで、2025 年 4月 2日以降に入居

者が変わり、ＬＰガス販売契約を新規締結

した場合、この入居者には、エアコン等ガ

ス消費と関係のない設備費用の計上が禁止

され、また、賃貸のためガス消費設備費用

も禁止され、ＬＰガス販売事業者は投資回

収ができない。一義的には、オーナー等に

対し残存簿価での買い取りを請求すべきで

あるが、それに応じるオーナー等は皆無で

ある。結果的にＬＰガス販売事業者が、無

償貸与を続けるしかないが、新規入居者へ

の費用計上もできず、泣きを見るのはＬＰ

ガス販売事業者だけである。2024年７月 2

日以前の無償貸与契約は既存契約である以

上、2025年 4月 2 日以降の新規入居者に

対しても費用計上できるようにしていただ

きたい。 

三部料金制の徹底に係る規律の施行時点

（2025年 4月 2日時点）で締結済みの LP

ガス販売契約（既存契約）に係る料金につ

いては、御指摘の投資回収等の影響等を鑑

み、設備費用の計上自体は禁止していませ

んが、施行後に締結又は更新する LPガス

販売契約（新規契約）に係る料金について

は、LPガス料金としての費用回収のあり

方を適正化していく観点から、設備貸与等

に係る費用を LPガス料金に含めることは

禁止されます。 

なお、令和 6年 5 月 17日付け文書によ

り、国土交通省から不動産関係団体等に対

して、LPガス事業者に対し液石法に係る

規律違反に該当する行為を求める行為はコ

ンプライアンス違反を求めるものとして問

題となりえることからそうした行為を行わ

ないことや、ＬＰガス事業者からの三部料

金制に関する施行に向けた相談があった場

合には対応すること等を周知しています。

また、改正後の施行規則第 16条第 15号の

9においては、賃貸物件においては、ガス

消費設備等に係る費用は、建物所有者が本

来負担すべきものであり、当該費用を LP

ガス料金として請求しないことが定められ

ています。国土交通省からの文書

（https://www.meti.go.jp/shingikai/ene

cho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sek

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sekiyu/pdf/009_05_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sekiyu/pdf/009_05_00.pdf
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iyu/pdf/009_05_00.pdf）や、施行規則等

の記載内容も示しながら、説明・交渉を行

って頂ければと思います。 

86 最後のところで「なお、２０２５年４月２

日時点で締結済みのＬＰガス販売契約につ

いては、設備費用の計上禁止に係る規律は

適用されないが」という経過措置の表現に

ついて、「４月２日前の契約なら２部料金

制のままで OK」と受け止められないでし

ょうか？「４月２日からは三部料金が義務

付けられる」ことを和らげてしまうことに

なりかねないような気がします。「過大な

営業行為、いわゆる無償貸与は本年７月 2

日以降は禁止するもそれ以前の契約は訴求

しない、ただし三部料金制移行後は外出し

表示必須」との兼ね合いからも、三部料金

制の経過措置は不要だと思いますし、経過

措置を入れるのであれば、「４月２日以降

の三部料金制の徹底、設備費用の外出し表

示は必須」であることを強調すべきだと思

います。 

御意見を踏まえ、「2025年 4月 2日時点で

締結済みの LPガス販売契約については、

設備費用の外出し表示が求められる一方

で、設備費用の計上禁止に係る規律は適用

されない」と修正させていただきます。 

87 「３年以内に見直す」など時期を明記しな

ければ、既存契約の消費者利益は守られな

いことから、「早期に見直していくことが

望ましい」に時期を明記する。 

いただいた御意見を踏まえて検討いたしま

したが、現時点で見直し期限を明記するこ

とは困難であり、原案のとおりとさせてい

ただければと思います。今後、公開モニタ

リングの場等において議論していければと

思います。 

88 資源エネルギー庁で定期的に実態調査を行

い、新制度に対応した料金に移行している

のかを公表すべきです。進捗の度合いが著

しく低い場合には移行を促進できるよう指

針を改めるべきなどの対応を速やかに取る

べきです。併せて持ち家の場合は賃貸住宅

と異なり、定期的な契約見直しの機会はな

く、消費者が不利益を被るようなＬＰガス

契約が行われていることを懸念します。賃

貸、持ち家を問わず、ＬＰガス利用者に契

約内容の確認などの注意喚起を行い、併せ

て事業者にも働きかけてください。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えており、今後、

事業者の取組状況等を把握しながら必要な

取組を進めてまいります。いただいた御意

見は参考にさせていただきます。 

89 3部料金制の過渡期的措置に関し、既存契

約居住者の申し出に対する LPガス事業者

いただいた御意見を踏まえて検討いたしま

したが、現時点で御指摘の内容を盛り込む

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sekiyu/pdf/009_05_00.pdf
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の対応を盛り込むこと。 

①同一物件での混在に対し、(契約書の受

領が判別できない)居住者がわかるように

請求書（業界全体の統一的ひな型掲載が望

ましい）に新か旧(改正省令施行前の契約

の判別)を記載すること。 

②新制度に対応した料金へ早期に見直すこ

との期限を既存居住者の次回賃貸契約の更

新時までと明示すること。併せて、その

際、切替前と切替後の料金について、客観

的な根拠に基づき、既存居住者に対しわか

りやすく説明することを義務付けること。 

ことは困難であり、原案のとおりとさせて

いただければと思います。今後、公開モニ

タリングの場等において議論していければ

と思いますいいただいた御意見は参考にさ

せていただきます。 

90 ニュース等で「賃貸住宅向けＬＰガス料金

においては、ガス器具等の消費設備費用に

ついても計上禁止」の一文や「上乗せ禁

止」という表現が見出しで使われたり、一

部ガス会社のホームぺージ内の取り組み宣

言でも、「賃貸住宅向け LPガス料金におい

て、設備費用を LP ガス料金に計上しませ

ん」等と書かれています。ですが、一般消

費者からすれば、表示、計上、上乗せ、は

どれも似た言葉であり、「新規・既存を問

わず、賃貸住宅では設備料金を記載する事

が完全に禁止、廃止される」と誤解されか

ねない状態だと思われます。例えば、設備

貸与がある賃貸住宅において、既存契約は

計上禁止に係る規律は適用されないが、外

出し表示の徹底は適用されるので、むし

ろ、４月までに新しく「設備料○○円」と

請求書に記載する等の対応が考えられます

が、「請求書に設備料を表示する（⇒計上

する）会社は違反している。表示しない

（又は０円とする）会社の方が計上禁止を

守っている」と誤解されるのではないでし

ょうか。 

いただいた御意見も参考にしつつ、今回の

制度改正の内容を消費者が正しく理解でき

るよう、関係省庁と連携した取組を進めて

まいります。 

91 改正省令第 16条第 15の 9では「一般消費

者等との間で～負担方法について合意があ

ればこの限りではない」とありますが、合

意を得ようとしても、「禁止されているは

ずの計上を、ガス会社が勧誘してきた」と

思われかねません。「計上禁止」の言葉が

いただいた御意見も参考にしつつ、今回の

制度改正の内容を消費者が正しく理解でき

るよう、関係省庁と連携した取組を進めて

まいります。 
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一人歩きしないよう、十分な補足をする

か、表現を考慮して欲しいです。（新規契

約における合意なき計上禁止、など） 

92 LPガスが消費者から選ばれるエネルギー

となるため、料金透明化は避けて通れない

最大の問題だと思います。いわゆる無償貸

与や貸付配管は結果的に消費者の不利益

に、つながっているものと思われます。戸

建て住宅と集合住宅（賃貸住宅）で、料金

が異なることは、おかしなことに思いま

す。標準的な料金メニューが異なる場合

は、それぞれの料金メニューの公表とあり

ますが、三部料金制で戸建て住宅と集合住

宅で、料金の違う明確な根拠を説明できる

のでしょうか。地域や供給条件の違いによ

ってコストが異なることはあります。契約

するプランや契約期間に応じて料金が異な

ることはあります。しかしながら、一般的

には同一地域同一料金でなければ、消費者

からの信頼は、得られないのではないでし

ょうか。今後、より一層の見直しを期待し

ております。 

集合住宅と戸建住宅の料金の違いについて

は、一義的には、LPガス事業者において

説明責任を果たしていくことが求められる

ものと考えます。いただいた御意見は、今

後の市場監視・モニタリングの参考とさせ

ていただきます。 

５．その他の御意見 

93 ガイドラインの実効性が大変期待できる内

容であることから、今回とりまとめられた

指針の一日も早い施行を強く要請します。 

賛成の御意見として承りました。 

 

94 全社が今回の改正の趣旨に理解を示し無償

貸与の撤廃に取り組めば色々な状況を想定

する必要はないが、基準が曖昧であること

を利用して顧客を獲得しようとする会社が

出てくることは、駆け込み営業を行う会社

がいたことからも明白である。ここまでの

状況を見ると顧客を増やしたのは駆け込み

営業を行った会社であり、営業や無償貸与

を自粛した会社は顧客を減らしたのが事実

である。今回の改正が駆け込み営業を行う

ような会社の後押しになっている面もあ

り、多くの会社が損害を被っていることに

ついてどう対処していくのか。最近色々な

ところで見る、聞くことのある言葉が「正

直者はバカを見る」である。 

懸念される行為に接した場合は、LPガス

商慣行通報フォーム 

（https://www.enecho.meti.go.jp/catego

ry/resources_and_fuel/distribution/lpg

ass_tsuhoform/index.html） 

に個別具体的に情報をお寄せ頂ければと思

います。いただいた情報等も踏まえ、厳正

に対処してまいります。また、公開モニタ

リングの場で議論する等、商慣行是正に向

けて取り組んでまいります。 

なお、ご指摘の駆け込み営業行為に関して

は、令和 6年 1月 23日付け文書により、

経済産業省から全国 LPガス協会に対して

は、そうした営業行為を行わないことを要

請するとともに、当該文書を公表している
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ところです。また、改正省令が公布された

令和 6年 4月 2日以降も駆け込み的な営業

行為（過大な利益供与等）を続けていると

の情報提供のあった事業者に対しては、ヒ

アリングを実施し事実関係とともに社内体

制の再確認を要請する等、個別にも対処し

てきているところです。そうした中で、今

後は駆け込み営業行為は行わない方針を決

定し社内に周知を図る事例もでてきていま

すが、いずれにせよ、通報フォームに寄せ

られた情報等をもとに、厳正に対処してま

いります。 

95 ＬＰガスの取引の実態や消費者との取引を

巡るトラブルの発生状況を集約するための

「ＬＰガス商慣行通報フォーム」は消費

者・事業者問わず、匿名でも情報を受け付

けていますが、広く知られていません。

「通報フォーム」の存在と活用について、

広報を強め、周知徹底してください。資源

エネルギー庁として、「通報フォーム」で

集約した情報をいち早く分析し、問題点を

明らかにするとともに、該当の事業者に改

善を働きかけるべきです。特に多発する事

例や消費者の被る不利益が甚だしい事例に

ついては、急ぎ対応するとともに、ガイド

ライン見直しに反映してください。併せ

て、「通報フォーム」で集約した情報を定

期的に公表して、資源エネルギー庁として

政策に反映するとともに、事業者に改善を

求めてください。 

今後、通報フォームに寄せられた情報や各

種調査結果等を活用しながら、規制当局に

よる立入検査等の取組や、関係省庁と連携

した取組を進めるとともに、WG等の公開

の場で商慣行改革の動向の監視・モニタリ

ングを継続的に実施してまいります。ま

た、その場での議論や、個別事案の判断事

例の積み重ね状況等も踏まえ、適時適切に

ガイドラインを見直してまいります。いた

だいた御意見は参考にさせていただきま

す。 

96 賃貸の案にたいしては、24年 7月以降の

締結した貸与分に関してガス事業者間や大

家が支払う義務が無いようになっている

が、現実問題この法令がでた事により、過

去に大手ガス屋の卑劣な営業を阻止する為

に大家に伝えたサービス『給湯器貸与、エ

アコン貸与』は入居者が出たらとか、10

年経ったら随時行いますと伝えていたアパ

ートがありその約束を守る為に 6月中に契

約を結ぶように動いている。法改正の内容

が曖昧であったなかで、短期間でこれを行

今回の制度改正は、LPガス事業者による

過大な利益供与行為が、不透明で高額な

LPガス料金請求等の消費者問題の要因と

なっていることを踏まえ、そうした利益供

与行為を規律することとしたものです。 

なお、当該規律の施行前（2024年 7月 2

日より前）に貸与等にかかる契約を結んだ

としても、三部料金制の徹底に係る規律の

施行後（2025年 4 月 2日以降）は、LPガ

ス料金を請求する際には設備費用を設備料

金として外出し表示することが求められ、
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う事自体が不可能であり更には金銭的にも

負担がかかる。 

また、新規の LPガス販売契約に係る料金

においては、設備費用を計上することは禁

止されるため、LP ガス料金として貸与等

に係る費用を回収することはできなくなり

ます。 

97 今回の規則では不動産業界、オーナー、LP

ガスを使う個人には罰則規定がないので、

すべてに罰則規定をもうけるべき。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えており、関係省

庁と連携した取組を進めてまいります。 

懸念される行為に接した場合は、LPガス

商慣行通報フォーム 

（https://www.enecho.meti.go.jp/catego

ry/resources_and_fuel/distribution/lpg

ass_tsuhoform/index.html） 

に個別具体的に情報をお寄せ頂ければと思

います。いただいた情報等も踏まえ、厳正

に対処してまいります。また、公開モニタ

リングの場で議論する等、商慣行是正に向

けて取り組んでまいります。 

98 商慣行の是正には、ＬＰガス販売事業者だ

けでなく、賃貸住宅のオーナー、不動産事

業者、建設事業者に対する規制が必要であ

る。国交省において、罰則を伴う法令改正

を早急にしていただきたい。国交省や関係

団体への協力依頼では不十分である。 

今回の制度改正の実効性を確保するために

は、御指摘のオーナー等不動産関係業界の

理解向上に向けた取組が不可欠であると考

えており、関係省庁と連携した取組を進め

てまいります。 

懸念される行為に接した場合は、LPガス

商慣行通報フォーム 

（https://www.enecho.meti.go.jp/catego

ry/resources_and_fuel/distribution/lpg

ass_tsuhoform/index.html） 

に個別具体的に情報をお寄せ頂ければと思

います。いただいた情報等も踏まえ、厳正

に対処してまいります。また、公開モニタ

リングの場で議論する等、商慣行是正に向

けて取り組んでまいります。 

99 利益供与行為、貸付配管などの既存契約の

扱いについて、既存契約を今回の改正内容

に則り、オーナー・管理会社に契約の精算

または買い取りにした場合、契約解除によ

る違約金・損害賠償を被る又は訴訟された

際、行政当局による和解への仲介・斡旋を

お願いしたい。 

令和 6年 5月 17日付け文書により、国土

交通省から不動産関係団体等に対して、LP

ガス事業者に対し液石法に係る規律違反に

該当する行為を求める行為はコンプライア

ンス違反を求めるものとして問題となりえ

ることからそうした行為を行わないこと

や、ＬＰガス事業者からの三部料金制に関

する施行に向けた相談があった場合には対
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応すること等を周知しています。また、改

正後の施行規則第 16条第 15号の 9におい

ては、賃貸物件においては、ガス消費設備

等に係る費用は、建物所有者が本来負担す

べきものであり、当該費用を LPガス料金

として請求しないことが定められていま

す。国土交通省からの文書

（https://www.meti.go.jp/shingikai/ene

cho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sek

iyu/pdf/009_05_00.pdf）や、施行規則等

の記載内容も示しながら、説明・交渉を行

って頂ければと思います。 

100 賃貸住宅は、集合住宅に限らず戸建ても存

在する。また集合住宅に於いて建物所有者

も同集合住宅に入居している場合もある。

よって建物所有者とＬＰガスを消費する者

の棲み分けが、必要と思われる。以下に、

用語の案を記載したが、用語については注

釈も含め議論されたし。 

賃貸住宅：戸建て・集合問わず、建物所有

者が入居する室（住まい）は除き 

建物所有者とＬＰガスを消費する者（入居

者）が異なる住宅。 

分譲住宅：戸建て・集合問わず、建物所有

者(集合住宅における室を含む）とＬＰガ

スを消費者する者（入居者）が一致する住

宅。 

建物の所有者と LP ガス消費者の様々な関

係を網羅的に表現するため、改正後の施行

規則では、液化石油ガスの販売契約を締結

しようとする一般消費者等と消費設備が設

置された又は設置される施設又は建築物の

所有者とが「異なる場合」又は「同一であ

る場合」と整理しています。 

いただいた御意見は、今後の参考とさせて

いただきます。 

101 消費者が改正制度を遵守する事業者を選択

できるよう、経産省（エネ庁）HPを含め

て、自己適合宣言を行った事業者を広く紹

介してください。また、改正された省令・

ガイドラインが順守されるよう、監視指導

体制の強化に必要な措置（適切な人員配

置、予算計上、地方行政に対する周知等）

を行ってください。 

WG中間とりまとめにも記載されていると

おり、宣言内容と実際の行為や体制に整合

がとれているかどうかは論点となりうると

ともに、資源エネルギー庁の HPに宣言内

容をそのまま掲載することで「お墨付き」

として悪用されることへの懸念も指摘され

ているところです。今後、公開モニタリン

グ等の場において各社の宣言内容を確認し

ながら、公表のあり方を検討していければ

と考えています。 

監視・執行体制については、例えば本年 5

月に自治体担当者向けの説明会を集中的に

実施する等の取組を進めているところ、引

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sekiyu/pdf/009_05_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sekiyu/pdf/009_05_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/ekika_sekiyu/pdf/009_05_00.pdf
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き続き体制強化に向けて取り組んでまいり

ます。 

102 （１）標準的な料金メニュー等の公表につ

いて、「集合住宅」と記載されているが、

以下の(２)以降は「賃貸集合住宅」と記載

されているため、どのような使い分けを行

っているのか、明らかでないので修正すべ

きである。 

両者に違いはありませんので、御意見を踏

まえ、（１）の本文について、「賃貸集合住

宅」に修正させていただきます。 

103 （１）標準的な料金メニュー等の公表につ

いて、今回の改正箇所ではありませんが、

「標準的な料金メニュー（例えば、ＬＰガ

スの一定使用量ごとに発生する料金や使用

量に係わらず発生する基本的な料金等）」

のカッコ内に「設備費用を除く」を追記す

る。 

例えば消費者が所有する戸建て住宅に係る

LPガス料金においては、ガス消費に関す

る設備費用を計上することは許容されるた

め、原案のとおりとさせて頂ければと思い

ます。 

104 （１）標準的な料金メニュー等の公表につ

いて、今回の改正箇所ではありませんが、

従量制の定義からすれば、同一事業者で

「従量単価がそれぞれで異なる」ことは、

あってはならないため、「従量単価がそれ

ぞれで異なる場合は」は、「従量単価につ

いては」とする。 

いただいた御意見を踏まえて検討いたしま

したが、液化石油ガス法令において、従量

単価を構成する要素は定義しておらず、

「従量単価がそれぞれで異なる」こともあ

りうるため、原案のとおりとさせていただ

ければと思います。単価の違いについて

は、一義的には、LPガス事業者において

説明責任を果たしていくことが求められる

ものと考えます。 

105 2ページの「公表にあたっては、戸建て住

宅と集合住宅で標準的な料金メニューが異

なる場合はそれぞれの標準的な料金メニュ

ーを公表する必要があり、…」について、

賛同します。 

戸建て住宅と集合住宅の料金乖離が大きな

事業者は、決して少なくありません。合理

的な理由が読み取れないケースは決して少

なくない上、『集合住宅の標準的な料金メ

ニュー』の存在確認も重要に思えてなりま

せん。 

今後、商慣行改革の動向の監視・モニタリ

ングを継続していくこととしているとこ

ろ、頂いた御意見も参考にさせていただき

ます。 

106 3ページの「また、実際には適用されてい

ない料金メニューを、標準的な料金メニュ

ー等として公表した場合には、不当景品類

及び不当表示防止法(景品表示法)で禁じて

いる不当表示となるおそれがあることに留

意が必要である。」について、2017年の料

今後、商慣行改革の動向の監視・モニタリ

ングを継続していくこととしているとこ

ろ、頂いた御意見も参考にさせていただき

ます。 
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

金透明化・適正化時と反対の見解が必要と

思われます。「代表的な料金表だけ示され

れば良いから」との意見に対する反対のス

タンスです。前回は、「とにかく、標準料

金を提示すれば良い」との喧伝がありまし

たが、実効性は皆無でした。消費者には

「1 to 1」、ホームページには誰を対象と

しているのか不明な「標準料金」が掲載さ

れていても、説得力は全くなかったと思い

ます。 

107 （５）液石法第１４条に定める書面を交付

するときの説明 

（６）料金を変更する際の消費者に対する

事前通知 

既に１４条書面のデジタル対応が認められ

ているにもかかわらず、書面にて交付する

ことが前提とした記載となっているため、

書面だけでなく、１４条書面のデジタル対

応での交付方法についても追加するべきで

ある。 

御意見を踏まえ、電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法が読めるよう、「書面等」に修正さ

せていただきます。 

108 （５）液石法第１４条に定める書面を交付

するときの説明について、消費者に対して

液石法第１４条に定める書面を交付すると

きに、当該書面に記載されている事項のう

ち次の事項について説明を行うことが必要

である。また、ＬＰガス事業者は、消費者

との間で説明を受けたかどうかを巡ってト

ラブルになることを防止するため、ＬＰガ

ス事業者から説明を受けた旨を、消費者に

よる署名等が付された書面により確認する

ことが必要である。 

＜説明事項＞ 

①液石法施行規則第１３条第５号に定める

事項 

とあるが、液石法施行規則が改正となり、

第１６条１５号の７によりいわゆる三部料

金制度とすることを規定されたが、この三

部料金制度に関する１４条書面の位置付け

は、施行規則１３条第５号に基づくもので

ある。もともと、ＬＰガス事業者の大多数

が二部料金制度を取り入れているため、多

今回の制度改正は、LPガスの消費者利益

に資するものであり、14条書面の記載事

項である算定の基礎となる項目等を変更す

るものではないため、その再交付を求める

こととはしておりません。 
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

くの事業者が１４条書面の再交付が必要と

なると思われる。このとき、１４条書面の

再交付（又は変更部分のみの交付）につい

てもＬＰガス事業者による消費者への説明

と「ＬＰガス事業者から説明を受けた」こ

とを証する消費者の署名が必要か？ 

109 （５）液石法第１４条に定める書面を交付

するときの説明 

「また、ＬＰガス事業者は、消費者との間

で説明を受けたかどうかを巡ってトラブル

になることを防止するため、ＬＰガス事業

者から説明を受けた旨を、消費者による署

名等が付された書面により確認することが

必要である。」について、この間の地域意

見交換会でも「液石法第１４条に定める書

面」について、特に賃貸物件居住者に対す

る交付の有無について、議論となっていま

す。今回の改正省令の「液化石油ガスの小

売営業における取引適正化指針」の改正に

あたり、再徹底を求めます。 

いただいた御意見も踏まえ、公開モニタリ

ングの場で議論する等、商慣行是正に向け

て取り組んでまいります。 

110 （５）液石法第１４条に定める書面を交付

するときの説明 

同項に関連して、特定商取引法第４条（訪

問販売における書面の交付）を付記されて

はいかがか。 

いただいた御意見は、今後の政策立案の参

考とさせていただきます。 

 

 


